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久保田 祐 介

はじめに

本稿は，拙稿「憲法学と国家・連邦」１（以下，単に「前稿」と記す２）

の続編となる論稿である。「続編」とは，以下の二つの意味においてであ

る。

第一に，問題意識において前稿と共通する。前稿の問題意識を詳細に反

復するに充てる紙幅はないので，核心的な部分だけを再掲するにとどめ

る３。公法学が展開するフィールドとしての政治体は，従来においては国

家に他ならないとすればよかったものの，現代国際社会においては自明で

はない。国際社会のアクターの増加に加え，EUを筆頭に新たな国家結合

の形態が続々と現れ，法律学は「かつてない政治体」を無視することがで

きなくなった。しかし，樋口陽一の存在４を待つまでもなく，近代主権国

１ 拙稿「憲法学と国家・連邦―オリヴィエ・ボーの連邦論から―」一橋大学大学院

法学研究科『一橋法学』第１３巻第２号（２０１４）。なお，この論稿は「門輪祐介」名

義で書かれた。本稿は，改称後の筆者を新たに同定する標識として執筆されたもの

でもあり，改称前後の連続性を担保する意味でも前稿の続編であることを付記して

おく。

２ なお脚注においても，前掲注１，拙稿を単に「前稿」と表記する。

３ 前稿の（そして本稿にも共通する）問題意識の詳細については，前稿６４３―６４７頁

を参照。
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家というフィールドの中で発展してきた憲法学は，多元化する政治体のあ

り方に対応できているとはいいがたい。石川健治は，現代国際社会の多元

化を念頭に置き，公法学に備わる国家論のレパートリーが貧弱であると診

断している５。連邦論はここに登場してくる。連邦論は，多元化が生じ意

識される前の公法学においては国家理論として発展し６，２０世紀以後，EU

をはじめとする国家の範疇を超えた政治体と政治体結合の検討のために応

用される７。前稿は，現代国際社会に向き合う憲法学の弱点克服を念頭に

置き，政治体論（国家論）の貧弱さを乗り越えるための手がかりとして連

邦論に注目したものであり，本稿においてもこの問題意識は継続している。

単一国家である日本の憲法学を専門とする筆者が「なぜ連邦なのか」８と

４ 周知の通り，樋口陽一は憲法学が思索するフィールドとして，近代国家（および

分かちがたくそこに結びつく国民国家，国民主権，人権といった諸観念）を最も強

く意識した論者である。とりわけ本稿の問題意識とのかかわりの中では，２１世紀に

入り「近代」がもはや自明ではないとの認識が一般化した中で，樋口が現在もなお

近代国家に「こだわり続ける」ことの積極的意義が確認されなければならない。そ

のような樋口の議論の例はやはり枚挙にいとまがないが，さしあたり樋口陽一『憲

法という作為―「人」と「市民」の連関と緊張』（岩波書店，２００９）９―３７頁を挙げ

ておく。

５ 石川健治「憲法学における一者と他者」『公法研究』第６５号（２００３）１３４頁。

６ 連邦論が近代公法学において「統合のための理論」として（つまり統治技術では

なく国家を成立させるための枠組みの構築として）展開されてきたことを指摘する

ものとして，樋口陽一『憲法�』（青林書院，１９９８）３９頁，石川健治「「国家結合の
理論」と憲法学 Sezessionの可能性」塩川信明・中谷和弘 編『法の再構築� 国際

化と法』（東京大学出版会，２００７）４３―５４頁，林知更「連邦と憲法理論―ワイマール

憲法理論における連邦国家論の学説的意義をめぐって［上］」『法律時報』第８４巻５

号（２０１２）１０５頁。

７ たとえば中西優美子『EU法』（新世社，２００９）１８―１９頁は，（憲法学上のではな

く）国際法上の概念としての国家結合を前提としつつも，EUを「国家連合でもな

く，連邦国家でもない。換言すれば，国家連合の段階を超えているが，連邦国家の

段階まで至っていない状況にある」ものと位置づける。これは国家連合／連邦国家

の政治体類型論を前提としつつその中間の存在を新たに構想するもので，その意味

で連邦論の応用と見ることができる。
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いう問いに対しては，さしあたりこの問題意識をもって解答とすることが

できる９。

第二に，検討対象において前稿と共通する。前稿の直接の対象は，その

副題に示される通り，フランスの公法学者オリヴィエ・ボー（Olivier

BEAUD）が展開してきた連邦論の内容と射程であった。しかし，ボーの

連邦論は１９９０年代に端を発し２０年以上にわたって継続しており，複数の論

稿・著作にわたり連続して展開されてきた議論であるから，おのずとその

展開にはいくつかの段階が存在する。したがって，ボーの連邦論がどこま

で一貫した内容を持ち，あるいはどのように変節し，その議論の射程・適

８ 「なぜ連邦か」という問いの背後には，現代日本において連邦論にどのような有

用性があるのか，という批判的前提がある。この前提は，日本の憲法学の体系の中

で連邦論の存在感が希薄であることと表裏一体である。憲法学の概説書の目次・索

引に「連邦」が登場することはまれである。少なくとも日本の憲法学の標準的体系

の中に，「連邦とは何か」という問いは存在していないとみてよいだろう。代表的

なテキストである芦部信喜『憲法［第七版］』（岩波書店，２０１９）においては，憲法

の「国家形態による分類」の項において君主制と共和制の区分，大統領制と議院内

閣制の区分と並んで，連邦国家と単一国家の区分が挙げられているが，「憲法の分

類自体としてはそれほど大きな意味を持つものではない」（８頁）とされ，君主共

和，大統領制内閣制の別と比しても，その記述は過少にとどまる。なお概説書の中

では，渋谷秀樹『憲法［第３版］』（有斐閣，２０１７）２２頁が，単一国家の憲法，連邦

国家の憲法の別に加えて，第三の類型として「国家連合の憲法」を挙げていること

が（渋谷の内在的意図は置くとしても）興味深い。なぜなら，後述するボーのモチ

ーフにおいて現れるように，連邦論においては「国家連合の憲法」なる概念が存在

しうるか自体が論争的な問題だからである。

９ 「なぜ連邦か」に対する筆者の解答は，本文中に示した通り，政治体結合を憲法

学が取り扱うための道具としての連邦論を検討することである。換言すれば，本稿

の目的は憲法解釈学，憲法運用論ではない。よって「単一国家である日本を連邦国

家に移行するための憲法論」や「日本を含めた複数国家の統合化構想（たとえば東

アジア共同体構想）のための憲法論」を準備しようとする意図は，さしあたり筆者

の中に存在しない。「日本を連邦化すべきか」，「東アジア共同体を構築すべきか」

といった目的意識を確立するためには，政治状況の実証的検討が必要であるが，そ

の検討は目下の筆者の関心と能力を超えている。要約すれば，本稿では「日本に連

邦論を適用する可能性」については検討対象の外に置くということである。
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用可能性はどこまでのものと想定されているのか等，常に論争的なものと

して読み手の前に立ち現れる。本稿では，これまでのボーの連邦論の展開

段階を簡単に区分・整理しつつ，前稿での筆者の検討の更に後に登場した

ボーの論稿についての検討を主たる対象とする。なお，近時ボーが連邦論

を大々的に展開したのは，彼自身が編者の一人として名を連ねる電子雑誌

Jus Politicum１０（政治法）の紙上においてであり，とりわけ連邦を特集し

た Jus Politicum 第１７号においては，ボー以外の数多くの論者がそれぞれ

の立場から連邦論を展開している。よって本稿は，前稿までに検討された

ボーの連邦論が，その後どのように展開してきたのかを明らかにするとと

もに，彼が引き起こした連邦論のムーブメントがこの電子雑誌上でどのよ

うに結実したのかを明らかにする作業でもある。

以上，前著と共通する問題意識と検討対象について述べた。本論では，

まずボーの連邦論の成立と展開の段階を整理し，その特徴を端的に示す概

念として「ライトモチーフ」を提示する（１）。そして，提示されたモチ

ーフの概念を念頭に置いたうえで，Jus Politicum 上で展開されたボーの議

論の内容と射程を明らかにし（２・３），同じく Jus Politicum 上でボーの

連邦論と結節する形で示された，その他の論者の連邦論を概観したうえで，

憲法理論を読み取ろうとする筆者の目線からそれぞれに位置づけを与え，

Jus Politicum 第１６号・第１７号の全体から憲法理論への示唆の獲得を試みる

（４）。

１０ Jus Politicum（http : //juspoliticum.com/la-revue）．電子雑誌 Jus Politicum の展

開は２００８年に始まるが，前稿の主たる検討対象の一であったボーの著作 Théorie de

la Fédération は２００７年に出版されており，少なくともボーの議論の発表時期におい

て，前稿と本稿の主たる検討対象は区別される。
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１．連邦論の補助線：ライトモチーフ

（１）オリヴィエ・ボーの連邦論の来歴

前述の通り，連邦論の参照軸として，まずオリヴィエ・ボーの議論の特

徴を明らかにする。同じくボーを扱った前稿は２０１４年のものであるが，そ

の雛型は２０１２年頃に執筆した筆者の修士論文にさかのぼる。筆者の着想か

らさらに７年を経過した現在（２０１９年）において，前稿よりも長期的視点

から見たボーの連邦論の展開を，順を追って再整理しておきたい。連邦に

かかわるボーの主要な論稿を時代順に並べるとき，かなり雑駁になるが，

おおよそ１０年ごとに節目を見て取ることが可能である。やや感覚的なもの

ではあるが，本稿では便宜的な区分として１９９０年代，２０００年代，２０１０年代

に分けてボーの連邦論の展開を整理することとする。

�．１９９０年代

ボー連邦論の出発点といえるのが，１９９４年の Puissance de l’État１１（『国

家権力』）の出版である。タイトルが端的に示す通り，同書の主題は連邦

ではなく国家であるし，その鍵概念の一は憲法制定権力論であった１２。し

かし同書において既に「連邦」という論点は予定されており，国家を扱う

からこそ「国家ではない政治体」としての連邦が意識されていたと考えら

れる。そこに，連邦憲法を示す概念としての「憲法契約」を扱う論稿１３，

主権と連邦の関係を扱う論稿１４が重ねて展開されることで，内在的に予定

１１ Olivier BEAUD, Puissance de l’État , PUF, 1994. 以下，脚注においても Puissance

de l’État と表記する。

１２ 同書のボーの憲法制定権力論を「ヨーロッパ憲法制定権力論」の文脈で紹介する

論稿として，山元一「最近のフランスにおける「憲法制定権力」論の復権―オリ

ヴィエ・ボーの『国家権力論』を中心に―」『法政理論』第２９巻第３号（１９９７）１

頁以下がある。
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されていた連邦というテーマが浮き彫りになった。「主権を欠いた政治

体」という刺激的な表題でボーの連邦論を検討した小島慎司の論稿１５は，

その内容の詳細さ・精密さに加えて，ボーの著述のうち連邦という主題が

表層化したもののみならず，連邦がいまだ内在的であった主著 Puissance

de l’État における国家論・憲法制定権力論も統合した形で「ボーの連邦

論」が成立していることを看取した点において，重要な意義を持っていた。

主著が国家論であっただけに，読み手にとっては，理論的一貫性を備えた

「連邦論」がボーにおいて存在するか否か自体が論争的な問題であったが，

小島によってその問題は解消された。可視化されたボーの連邦論は，次に

その適用・運用の内在的意図と是非をめぐる議論に対して開かれることに

なり，その一つの答えが「ヨーロッパ統合の将来の姿を連邦として構想す

る」という道筋であった１６。後述するが，ボーの議論における「連邦」と

はなによりもまず「国家ではない政治体」であったため，連邦国家の検討

のための理論ではなかった。したがって，その目下の適用対象は国家結合

により形成される政治体に限られることになり，ボーが念頭に置いていた

のが彼の目前にて展開されている EUであったことは想像に難くない。事

実，Puissance de l’État の終盤，古典理論からの理論構築を終えたうえで

ボーが取り組んだ実践問題は，マーストリヒト条約の合憲性と憲法制定権

力の問題であった。「国家であるフランスが政治体結合の局面でどのよう

１３ Olivier BEAUD,《La Notion de pacte fédératif-Contribution á une théorie constitu-

tionnelle de la Fédération》, in Jean-François Kervégan et Heinz Mohnhaupt（sous la

direction de）Gesellschaftlich Freiheit und Vertragliche Bindung in Rechtsgeschicht

und Philosophie, Vittorio Klostermann Frankfurt am Main, p.197, 1999.

１４ Olivier BEAUD,《Fédéralism et souvraineté Note pour une théorie constitution-

nelle de la Fédération》, RDP , no1, 1998, p.83.

１５ 小島慎司「主権を欠いた政治体について―オリヴィエ・ボーの連邦論を読む―」

『国家学会雑誌』第１１・１２号（２００３）１１６―１５６頁。

１６ 高橋和之「国家主権とフェデラシオン―EU統合プロセスの憲法学的把握をめ

ぐって―」『欧州統合とフランス憲法の変容』（有斐閣，２００３）８頁。

108 専修法学論集 第１３７号



に憲法制定権力を行使するのか」という問題設定は，それを「上から（＝

複数国家の結合によって生じる総体としての新政治体の側から）」見れば，

「連邦的政治体 EUの構成国であるフランスが，実質的意味の連邦憲法制

定あるいはその予備的条約の締結に際して，連邦構成国に留保される憲法

制定権力をどのように行使するのか」という問題へと置き換えることがで

きる。主著 Puissance de l’État における議論は国家としてのフランスを論

じているが，連邦論を念頭に置いたその思考の先には，連邦構成国もしく

は連邦化しつつある政治体としてのフランスを理論的に描くことまで予定

されていたのではないか。前稿において提示したボー連邦論の適用・運用

法についての筆者の結論は，以上のようなものである１７。そして，１９９０年

代の諸論稿の読み手は，EUを適用対象とするボー連邦論の「新展開」へ

の期待をいやおうなく高められることとなった。政治体とその権力（puis-

sance）をめぐる議論の新たな軸として，なにより未知の政治体 EUを検

討する軸として，連邦（fédération）を据えた新たな公法学説の語り手と

しての役割を，ボーの連邦論が担うことへの期待である。

�．２０００年代

２０００年代におけるボー連邦論の新展開が，２００７年の Théorie de la Fédéra-

tion１８（『連邦論』）の出版である。Puissance de l’État に続く彼の第二の主

著となる同書は，連邦（＝国家ならざる政治体）についての一般理論

（théorie générale１９）を目的としており，「一貫したボーの連邦論は成立す

るのか」という１９９０年代までの問いはここに完全に消滅した。しかし一方

で，１９９０年代の議論から導かれる前述の期待感が満たされたのかどうか，

１７ 前稿７１２―７１６頁を参照。

１８ Olivier BEAUD, Théorie de la Fédération , PUF, 2007. 以降，脚注においても

Théorie de la Fédération と表記する。

１９ Théorie de la Fédération , p.28.
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すなわち，同書の議論によって目下展開し続ける EUが連邦として理論的

に整序され把握されたかといえば，やや消極的に評価せざるを得ない。こ

の筆者の評価をさらに詳説するため，同書の内容と構成について概観した

い。

Théorie de la Fédération は，�連邦の法理論的・理論史的側面を検討す

る前半（第１部，第２部），�連邦の形態的・制度的側面を検討する中盤

（第３部，第４部），�歴史的観点にもとづく連邦の類型論（主にアメリカ，

ドイツ，スイスの連邦としての固有性）を検討する後半（第５部）に大別

される。豊富かつ多様な議論が並ぶため，ボーの連邦論を扱うと一口に

言っても，どの部分に着目し，いかなる関心のもとに，どのような文脈に

引き付けて引用するのかによって，その意味は大きく変わる２０。前稿にお

ける筆者の関心は，Puissance de l’État 以降，ボーが一貫して示す連邦の

一般理論の内容を明らかにしつつ，その内在的一貫性を読み取り，適用・

運用の方法の端緒をつかみ取ろうとするところにあった。そのため，前稿

における筆者の Théorie de la Fédération からの引用箇所は，やはり一般理

論を扱った第１部・第２部からのものが最も多かった。確かに同書によっ

２０ たとえば，長谷部恭男『続・Interactive憲法』（有斐閣，２０１１）１５４頁は，その本

文にてシュミットを引きながら連邦国家でも国家連合でもない政治体として構想さ

れる「連邦」概念を説き，その脚注にて「シュミットの概念を翻訳した論者」とし

てボーを紹介する。続く同１５５頁では，急進的な極が存在する状況で形成された「特

殊な連邦」としてのドイツ第二帝国の性質を示しつつ，同頁の脚注においては，そ

のような長谷部の認識を裏打ちする「最近の議論」として，Théorie de la Fédération

の歴史的連邦類型論の部分を引用している。長谷部が行った二つの方法でのボー引

用は，いずれも筆者には不可能である。第一に，シュミットの再読者としての側面

に着目する引用について。ボーの一般的な評価として，憲法制定権力を鍵概念とし

て連邦論を構築した連邦論の構造は，シュミットの議論の再読・再構築からもたら

されたものであるとされているし，後のボー自身の記述にもその評価をさらに裏付

けるものがある。たとえば後に詳述する Olivier BEAUD《The founding constitution.

Refrections on the constitution of a federation and its peculiarity》Jus Politicum No

17, 2017, pp.35―36では，彼の連邦論の鍵概念の一つである「連邦契約」のうち「契
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て，ボーの連邦論は更なる体系性を獲得し，正統的に発展・進化したとい

えよう。

しかし，この内容が前述の１９９０年代の読み手の「期待」を満たすもので

あるかといえば，一転，疑問が生ずることになる。同書の全５部を一覧す

れば明らかであるが，一般理論を EUに対して適用・運用するという実践

論を主題とした部分は存在していない。それを端的に表しているのが，同

書の結論部分である。ここにおいてボーは，連邦の一般理論を検討してき

たのは残された重大な問いを検討するための準備作業であると述べる。す

なわち，「EUは連邦であるのか」という問いである２１。つまり，２０００年代

最大のボー連邦論の進展であるはずの Théorie de la Fédération において，

EUはいまだ「残された課題」なのである。このような結論が，アメリカ，

ドイツ，スイスという典型的連邦国家の分析からくる類型論を展開した同

書第５部の直後に記されているという構成自体も示唆的なものであるとい

えよう。

かくして，１９９０年代からの読み手の期待感，「EUを連邦として把握す

る新たな公法学説の語り手としてのボー」を期待する見込みをもって同書

を読むと，ある種の肩透かしを感じてしまう。筆者の前稿における関心の

約」がシュミットの翻訳作業から着想を得たものと述べている。とはいえ，ワイマ

ール，ドイツ国法学に明るくなく，またさしあたりそこに主眼を置いていない筆者

の能力と関心から，シュミットとボーを結ぶ引用は筆者には不可能である。第二に，

長谷部のいう「特殊な連邦ドイツ」のような，連邦の形成史に立脚した類型論とし

て側面に着目する引用について。これもやはり，前稿における筆者の関心はまず

もって「連邦の一般理論」の部分にあり，それが Puissance de l’État から諸論稿を

挟み Théorie de la Fédération まで首尾一貫して形成されたものであるかを問題とし

ていたのであるため，ボーが類型論で問題にしているにも関わらず，ドイツ，スイ

ス，アメリカをそれぞれ固有の対象として捉える議論を引用するインセンティブが

筆者にはなかった。事実，本文に示す通り，前稿における筆者の Théorie de la Fédéra-

tion からの引用は，その大半が連邦の一般理論それ自体を扱う第１部・第２部から

であった。

２１ Théorie de la Fédération , p.425
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裏側には，この「肩透かし感」があった。彼の連邦の一般理論の精緻さに

は魅力を感じつつも，現代国際社会への適用・運用を前にしたとき拭い去

ることのできないこの「肩透かし感」について，それを読み手として昇華

し解消する手掛かりが存在するかどうかを検討したのが前稿である。すな

わち前稿では，ボーの一貫した連邦論を EUに仮説的に適用したとき，EU

はどのような政治体として説明されるのか，一種の思考実験ともいえる検

討を行ったのである２２。そこでは，Théorie de la Fédération と Puissance de

l’État を統合的に読み込み，フランスのマーストリヒト条約の批准という

一つの現象が，国家現象であるとともに連邦現象でもあるものとして表裏

から描かれているという仮説的解答を示した。

しかし，筆者が２０１２年ごろに行った前稿の思考実験は，一読者の勇み足

に終わる可能性も十分にあった。同書が示した「今後の課題」が実際にボ

ーによって本格的に検討されれば，前稿の仮説的な適用に対するいわば「答

え合わせ」が発表されることになる。ボーの想定していた適用方法と類似

していれば筆者の理解が正しく予想が当たったことになり，逆に似ても似

つかない適用がなされていれば，前稿は無用の長物と化す。そこで，前稿

の正当性と価値を確認するために，２０１０年代の EUと電子雑誌 Jus Politi-

cum の展開に目を向けなくてはならない。

�．２０１０年代

２０１０年代といっても，ここで想定するのは，正確には Théorie de la

Fédération が出版された２００７年から１０年間であり，２００７＋１０年間というこ

とになろう。２０１７年に電子雑誌 Jus Politicum において連邦論の特集が組

まれたため，偶然にもちょうど１０年の節目となる。しかしそれ以上に，２００７

年からの１０年が重要となるのは，連邦論の適用対象として想定されていた

２２ 前稿，６９７頁以下。
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EUそれ自体に激変が生じたことである。

もっとも EUはそれ自体非常に動態的な性質が強く，なにをもって激変

と捉え，かつその意義をいかに評価するかについては，完全に EU研究，

および EU法学の領域であり，筆者の能力を大きく超えてしまう。筆者が

ここで EUの激変として念頭に置くのは，より単純かつ一般的な意味での

大事件であり，さしあたり，２００９年に端を発するギリシャ危機によるユー

ロ・システムの進展と，２０１６年の英国の EU離脱国民投票である。これら

の事件に関する連邦論の観点からの問題点を概観しておこう。

国際法規範により国家権力が制約を受けるとき，それを公法学的に見れ

ば，主権の三義（統治権それ自体，最高独立性，政治的意思の最終決定権

の所在）のうち，対外的独立性の制約として説明されよう。そこで，国家

権力の対外的独立性は対内的最高性と表裏一体であるがゆえに，国際法規

範が国内法規範にどのように影響を与えるか，という問題が生じる。憲法

９８条２項の国際協調主義をはじめ，国際的規範の正当性を国内法秩序に織

り込むことで，少なくとも政治的意味において，この問題は解消され，国

外に淵源をもつ規範と国家主権の矛盾衝突は回避される２３。だが，ギリ

シャ危機ではその装置は機能せず，国民による直接的主権的決定と，ギリ

シャの EUに対する責任を問うという道徳的な正当性２４にもとづく財政再

建の必要性が衝突し，結果として後者が優位した。憲法学上，この現象を

２３ 代表的な憲法学の概説書では，国際法と国内法の優位関係を記述する場合，政治

的意味においては本文のように解決される実態を認識しつつ（自動執行型の条約と

立法措置が必要な条約を区別せず）あくまで理論的な問題として，との認識のもと

に記されることが多い。また，国際法学において法秩序一元論，二元論の対立を実

証的アプローチによって克服する調整理論を参照し，理論的次元と実践的次元を区

別して整理する記述も現れている（辻村みよ子『憲法［第６版］』（日本評論

社，２０１８）３６―３８頁）。

２４ 野田昌吾「欧州金融・債務危機と「再国民化」―「小文字の統合」の論理とその

逆説―」，高橋進・石田徹 編『「再国民化」に揺らぐヨーロッパ』（法律文化

社，２０１６）１５―１７頁。
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位置づけようとすれば，国際法秩序と国内法秩序の優位関係という論点を

揺り起こすことになる。

英国の EU離脱も，ギリシャ危機とは同質かつ逆方向の問題を提起する。

EUではリスボン条約より以前は条約上の脱退条項を置かず２５，政治的に

も特定国家の脱退が意識されることは従来なかった。しかし英国の国民投

票という形で明確に離脱の民意が示されたことで，EUが脱退の問題と無

縁でないことが明らかとなった。ギリシャ危機を通じて，ユーロ・システ

ムが構成国の財政危機に対処する仕組みとしてアップデートされたように，

英国の離脱は，脱退の仕組みを刷新したといえよう。

だがそれ以上に，EU離脱の問題を連邦論の観点から見ると，新たな問

題が提起されてくる。国家の結合体は構成国の加盟・脱退についての意思

決定の制度を置くが，とりわけ脱退については「意思決定の制度を置かな

い」という選択がありうる。国家間の紐帯が緊密になり，政治的に脱退が

意識されなくなることで，結合体の約定から脱退条項が消失する。脱退条

項のない連邦憲法の制定をもって，連邦国家の特性あるいは指標とするの

であれば，英国の離脱国民投票以前の EUは，統合の進展と脱退条項の不

存在の点だけを見れば，むしろ連邦国家に近い存在として位置づけるべき

ものであった。だが英国の離脱が完了すれば，EUは脱退の仕組みを明確

に置く政治体として，その法的評価の変更がありうる（無論それは，脱退

条項に重要な意味を持たせる連邦論を前提とする限りでの変更であるが）。

さらにもう一点，憲法学の視点から注目すべきは，この二つの問題を位

置づけるにあたって主権概念が果たす機能である。ギリシャ危機の項で述

べた通り，この二つの事例では，主権の三義のうち，国家主権の対内的・

対外的側面の関係と同時に，政治的意思決定権としての主権（国民主権）

が問題となっている。この点は通常，デモクラシーの問題として語られる

２５ ２００７年のリスボン条約で脱退条項が追加され（EU条約５０条），イギリスの EU

離脱交渉もこの条規のプロセスにもとづいている。
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ことが多いが，直接制によって示された政治的意思決定により，代表制の

もとで運営される外交と政治体結合に亀裂が入った場合２６について，憲法

学はどのようにとらえるのか。ありうる法的構成としては，例えば，主権

の権力的契機は体内的最高性においてのみ完全性を備え，対外的独立性に

対する外的制約については，主権の権力的契機・正当性契機がともに制限

される場面として考えることができよう。この理論構成の正しさの検討は

置くとしても，最高独立性と政治的意思決定の所在という二つの意味が不

可分に結びついた主権概念を用いることで，憲法学がこのような構想をと

ることが可能になる。主権は伝統的に内と外を分かつ概念として捉えられ

てきたが，国内法秩序と国際法秩序の関係，民主的正当性，脱退条項と

いった内と外の結節点を練り上げる道具としても機能しうる。主権論や憲

法制定権力論が，正統性と権力性の二点からラスト・ワードを追究するも

のである限り，内と外の把握，領域性の把握は絶えず問題となる。

ここで，本題である２０１０年代のボーの議論に戻ろう。本稿が２０１０年代に

おけるボー連邦論の新展開として取り上げるのは電子雑誌 Jus Politicum

上で展開された２つの論稿であるが，そこでもやはり，ギリシャ危機，英

国の離脱，そして EUへの適用それ自体も，主題とはならなかった。１９９４

２６ ギリシャ危機や英国 EU離脱国民投票と類比して考えるべき日本の問題として

（やや強引な類比であることは否定しえないが），選挙や（法的拘束力はないが）県

民投票において示される「沖縄の民意」に対し，政府の行動がこれをことごとく無

視する状況があろう。沖縄をめぐる政治状況は，もはや地方分権による単一国家内

の統治権の分配の枠組み内で説明しうるものではないと思われる。仮に現在の日本

において連邦論が実践的意義を持つとすれば，それは地方公共団体を母体とする連

邦化が可能か否かという点にあろう。従来の地方分権論においては明確に否定され

る道筋であったが（たとえば，西尾勝『地方分権改革』（東京大学出版会，２０１１）

１５２―１５３頁），単一国家の連邦化という現象や，連邦国家と単一国家の中間形態と見

なされる「地域国家」の概念の存在（たとえば，Louis FABOREU, Droit constitution-

nel , 13e edition, Dalloz, 2010, pp.471―488.）等，国際的に見て単一国家と連邦国家

の境界は決して確固たるものとはいえない。とはいえ，「日本の連邦化」の問題は

本稿の主題たる課題ではないため，この程度にとどめる。
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年から続く「期待感」は，ここでも満たされることはなかった。

もちろん，前稿で筆者が行った方式に似た仮説的検討の余地は豊富にあ

る。Théorie de la Fédération において，ボーは連邦の領域性を把握するた

めの枠組みとして，国内法領域・国際法領域の二分法に代えて，構成国内

・連邦内・連邦外の三領域の法構造を提示している２７。このような議論が

生じるのは，ボーが連邦を「国家でない政治体」として把握し，国内法（公

法）・国際法の二分法もまた国家固有のものと考え，必然的に連邦固有の

領域性を考察するからである。では，このようなボーの三領域説から見て，

EUの領域性はどのように位置づけられるのであろうか。前述の「期待」

通り，彼の連邦論の適用対象が EUであれば，「EU法」と呼ばれる分野

は三領域説における連邦内の領域に該当し，国内法とも国際法とも異なる

固有の性質を容易に位置づけることができる。「かつてない政治体」とし

ての EUは，それに相応する「かつてない法領域」を持つことになる。だ

が，前述のとおり EUを「今後の課題」とした以上，連邦論の EUへの適

用はどこまでいっても「仮説」にとどまるものでしかない。本稿は前稿と

は異なり，このような仮説的適用や思考実験とは別の視点から，連邦論の

検討を試みる。

（２）連邦論のアクチュアリティとモチベーション

２０１０年代の論稿でも，Théorie de la Fédération における「今後の課題」

が解決されていない事実から，連邦論の筋道の陰りをみることは容易であ

る。事実としての EUが当初の想定を超え，もはや連邦の一般理論をもっ

て EUを把握するという期待は満たされることがないとするのが素直な解

釈となろう。そうであるならば，「なぜ連邦か」という問いが改めて浮上

することは避けられない。連邦論のアクチュアリティ，そして，現在にお

２７ Théorie de la Fédération , pp.217―218.
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いても連邦論が展開され続けるモチベーションはどこにあるのだろうか。

一点，注目しておくべきは，本稿で扱う連邦論の舞台となった電子雑誌

Jus Politicum の性質である。同誌のタイトルの邦訳は「政治法」であり，

ここには，フランス公法学の「法律学化」の潮流とはまた別の指針を示す

意図が込められている。前世紀後半以降の公法学は，条文解釈や判例研究

を主たる手法とした研究を発展させており，これを「法律学化」と呼ぶが，

ボーを含めた Jus Politicum の発起人たちは，これとは別のアプローチと

して，政治や歴史を主たる題材とした公法学の再定位を目指している２８。

そして同時に，Jus Politicum は電子雑誌という媒体である以上，そこに投

稿される論稿は「法律学」的視点にとどまらないという共通項があるとし

ても，基本的に対象・手法において多種多様であり，同誌の読者にとって

はその多様性こそが魅力である。そして，この電子雑誌上で展開される連

邦論は当然「政治法」のプロジェクトの一内容であって，「連邦理論の EU

への適用」という意味でのアクチュアリティとは切り離されている２９。そ

こで，同誌上の連邦論は，９０年代からの期待感とアクチュアリティの追究

とは異なる，新たなモチベーションのもとに展開されたものと見ることが

できよう。すなわち，今後の連邦論は，より歴史的，理論的な関心・手法

にもとづく「政治法」として進んでいくのであり，「連邦の一般理論」も

EUへの適用可能性は脇に置かれ，過去・現在の連邦現象の把握のための

理論として構築されていくであろう，との見立てが成り立つのである。

２８ Jus Politicum の背景と意義について要説したものとして，山元一「現代フランス

憲法学にとっての「政治法」の意義」山元一・只野雅人 編訳『フランス憲政学の

動向――法と政治の間』１―８頁を参照。

２９ 前掲注２８，山元２５―２６頁は，現代の政治学と平行して展開する Jus Politicum プロ

ジェクトが「政治的なるもの」をいかにしてとらえるのかは未知数であり，ヨー

ロッパ統合の政治的紐帯の再構築に「政治的なるもの」の核心を見出す方向へ進む

可能性を指摘しつつも，「その帰趨が明らかになるまでには，おそらくこれからし

ばらくの時間がかかるものと思われる」として，判断を留保している。
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もちろんこの見立ては，連邦論の内在的関心のあり方を推測したにすぎ

ず，ボー自身が明言していない「適用可能性」を検討した前稿と同様，仮

説的検討の域を出ない。筆者が本稿で行うのは，この仮説性を減じ，より

客観的視点から連邦論の展開を観察する試みである。Jus Politicum 上で展

開される連邦論について，ボーの内在的アクチュアリティ，モチベーショ

ンが２００７年の時点から保たれているのか，それとも変化しているのかに加

えて，彼の内在的意図とはまた別に，読み手はこの議論をどう読むかとい

う観点を追加したい。すなわち，連邦論の展開を継続して観察してきた「読

み手にとってのアクチュアリティ，モチベーション」を探り，現在の彼の

連邦論の適切な位置づけを試みるのである。

このようなアクチュアリティ，モチベーションの探究にあたって，本稿

は通時的比較と共時的検討の２つの手法を用いる。通時的検討とは，Jus

Politicum 上のボーの論稿の内容が，２００７年の Théorie de la Fédération 時

点での議論と比較して，変化したものと変化しなかったものを明らかにす

る手法である。この検討は，前稿の延長線上にある。他方，共時的検討と

は，Jus Politicum 第１６号・第１７号において展開された他の論者の連邦論の

関連性について考察する手法である。この手法についてはやや注意が必要

である。前述した通り，Jus Politicum は研究対象，手法に強い縛りをかけ

るものではなく，むしろ法律学化に縛られない多様な議論を可能とするプ

ロジェクトである。したがって，同誌上の他の連邦論者たちがボーの枠組

みに沿って議論しているわけではもちろんない３０。それどころか他の論者

の連邦論にボーの議論を無理に読み込もうとすれば，読解の目を歪め，論

稿の固有の意義を見誤る可能性もある。ボーの議論と同誌上の他の連邦論

との内容上の関連は，あまり強固なものとみることはできないであろう。

そのようにことわったうえで，本稿がなおそれらを比較検討しようとする

のは，ボーの内在的理解のみにとどまらない，Jus Politicum という裾野の

広がった「連邦論」のフィールドに，どのようなアクチュアリティとモチ

118 専修法学論集 第１３７号



ベーションが存在するのかを把握しようという意図からである。

このような通時的・共時的検討の準備作業として，次項では２００７年まで

のボーの連邦論の本質的要素を抽出し，ライトモチーフと名付け，要説し

ておく。

（３）ボー連邦論のライトモチーフ

ライトモチーフとは，楽劇において何度も繰り返される表現，主題を指

し，人物・想念・事物などを象徴し，劇の展開にそって発展させる効果を

もつとされる。ここで提示しようとしているライトモチーフとは，９０年代

から２００７年までのボーの連邦論を読み進めると繰り返し登場してくる論理

展開であり，読み手の中に形成されていく表象である３１。連邦をあたかも

自然発生的であるような，そこにある現象として捉えるのみならず，何ら

かの理論的な核を設定してそれを中心に現象を整理しようとする試みには，

必ずその核となる一定の論理的秩序が必要となる。その理論上の核として，

何度も繰り返される主題＝ライトモチーフを認識できていれば，大部かつ

詳細な論述であっても，読み手の目にはシンプルで安定した構築物として

映る。特に統一的な対象・手法があるとは言いがたい３２連邦論において，

読み手側がライトモチーフを想定することはいっそう有効であるように思

われる。このような読み手側の想定は，自説を「連邦の一般理論」と称す

３０ Jus Politicum 誌上の連邦論者たちの対象・手法は多種多様であり，全員がボーの

枠組みを利用しているわけではない。それこそ，筆者の前稿のような，理論的にボ

ーに依存した（ボー連邦論それ自体の正当性・適用性を検討するような）論稿は存

在していない。Jus Politicum 上の連邦論の共通項をあえてくくり出すとするならば，

「条文解釈，判例解釈に還元されない」ことが挙げられよう。ここから，同誌の発

起人たちの批判対象であった「法律学化した公法学」と比べれば，連邦論の理論構

築の手段が多様化することはみやすい。

３１ Théorie de la Fédération , p.48 においては，ボー自身が「ジャン・ボダンのライ

トモチーフ」を小タイトル（見出し）として使用している。
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るボーの意図とも合致するであろう。彼の連邦論に通底する学理的な特性，

思考回路のキャラクターをライトモチーフとして総称することで，その理

論の一般性を浮かび上がらせることになる。連邦の一般理論とは，個々の

連邦現象を捉えようとする時，その基礎として常に念頭に置くことを求め

るものであって，言い換えれば，理論から抽出されたライトモチーフが連

邦の検討の各場面でひろく受容可能なものであれば，一般理論としての性

質が認められることとなる。そして本稿のねらいは，ボーのライトモチー

フを念頭に置きつつ，その維持と変化をみること，また同時に，他の連邦

論のモチーフを抽出し比較することで，連邦論間の類似相違の関係をみる

ことの２つであり，この検討を通じて，連邦について憲法学が語りうるも

のをつかんでいくことをめざす。

次に，本稿でとりあげるボーの２つのライトモチーフを要説しておく。

ライトモチーフ� 国家と連邦の再差異化

第一に，「国家と連邦の再差異化」である。ボーの問題意識の出発点は，

従来の公法学説が連邦国家という語のもとで扱ってきた議論の実質的内容

が，連邦ではなく国家に焦点を当てたものになっていることへの批判であ

る。

まず，ボーの批判対象となる従来型の連邦論の思考を明らかにしておく。

公法学が連邦を考える場合，政治体内部での分権化の程度をもとに政治体

３２ Jus Politicum の性質上，そこに掲載される連邦論の多様化は必然である一方，読

み手の側に連邦論の確固たるイメージが準備されていない事情として，日本におけ

る連邦論の扱いが極めて簡素であり，憲法学の一般的なテキストレベルでは「連

邦」が項目化されていないことも改めて指摘しておきたい（注８を参照）。更に，

連邦論は「連邦主義」という理念を軸にして検討するのか（理念としての連邦），「連

邦国家」という国家形態に着目して検討するのか（国家としての連邦），単に「連

邦」と述べて政治体内部の権限の分配を問題とするのか（権力分立としての連邦）

等，検討の手法や着眼点からして一様に決まらない性質を備えている。

120 専修法学論集 第１３７号



を類型化するのみでは足りず，複数の政治体が結合して一つの実体を形成

する政治体結合の視点からの類型化が必要となる。すなわち，分類対象と

なる政治体が国家か否かを問わず，その政治体のパーツとしての複数政治

体間の「統合の緊密性」を指標として，政治体を分類するのである。この

思考枠組みを，かつて筆者は数直線構造と称して描いた。数直線の一方の

極には緊密性が最も緩い状態として割拠独立的な国家間関係を，他方の極

には緊密性が最も強い状態として単一かつ集権的な国家を置き，その直線

上に緊密性に応じて適切な位置に政治体概念の区分を設けていく。この思

考法にもとづいて，統合の緊密性の順に，同盟・連盟関係（alliance, ligue），

国家連合（Confédération d’État），連邦国家（État fédéral），分権国家（État

décentralisé），単一国家（État unitaire）といったぐあいに政治体を並べ

て分類していくのが一般的であり，ここにおいて，公法学上の連邦の語が

自然に登場してくる。いわば数線上に目盛りを打つ作業こそが連邦論とな

るのである３３。もっとも，この目盛り＝政治体類型の名称自体は上記の通

り定型的なものであるが，数直線上のどの位置に，いかなる根拠をもって

目盛りを打ち，政治体の類型を提示するのか，その方法は論者によって異

なる。伝統的思考法の中で連邦論の多様性が生じるのはこの方法論におい

てである。

この伝統的連邦論の思考方法においては，国家連合（Confédération

d’État）と連邦国家（État fédéral）の区別が大きな問題として立ち現れる。

なぜなら，この２つの政治体の差異は同じく連邦 fédéralの語を名称に含

み，連邦構成国（État membre, État fédéré，支邦３４）の結合体として捉え

られつつも，両者の間には国家と非国家を分かつ境界が画然と存在し，本

質的な差異があるからである。すなわち，国家連合とは「複数国家間の条

約により，一定の権限を共同の機関に委任」３５する政治体であって，総体

３３ 前稿６４９頁。
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として国家ではない政治体（非国家）であり，国家であるのはあくまで構

成国である。したがって，国家連合内の構成国間関係は国際法により規律

されることになる。他方で連邦国家は主権国家の一様態であって，総体と

して国家であり，連邦国家の構成国は国家ではない政治体（非国家）であ

る。したがって連邦国家内の構成国間関係は，公法により規律されること

になる。このように，国家連合と連邦国家の間では，総体と構成国につい

て，国家と非国家の位置づけ方が対照的である。よって，結局のところ，

国家連合と連邦国家を区別するためには，政治体が国家であるのか非国家

であるのかを区別する基準が必要になるのであり，「国家とは何か」とい

う問いが立ち現れることになる。憲法学において，この問いへの最も一般

的な解答は「主権」であろう３６。主権があればその政治体は国家であり，

連邦的な政治体において，構成国に主権があれば国家連合，無ければ連邦

国家であることになる。この解答は非常に明快であるが，連邦国家の構成

国が非国家であるとすると，単一国家との区別が困難になることから，構

３４ 本稿では，連邦的性質を持つ総体としての政治体（国家連合，連邦国家いずれも

ここに含む）に対し，その総体の構成要素となる政治体のことを「連邦構成国」，

あるいは単に「構成国」と呼ぶ。連邦政治体としての性質は，仏語では形容詞 fédéré

によって端的に表示されるが，日本語に fédéréする固有の形容詞はないため，構

成国（あるいは支邦）と表記するほかないのである。なお，国家連合も連邦国家も

区別せず，いずれの構成要素に対しても「構成国」の語を用いることから分かる通

り，構成国の「国」の字や支邦の「邦」の字には，主権国家という意味を含めてい

ないことにも注意が必要である。

３５「confédération」山口俊夫編『フランス法辞典』（東京大学出版会，２００２）１０５頁。

３６ フランス公法学においてこの「最も一般的な解答」を採り，国家連合と連邦国家

の区別の基準としての主権を詳細に論じた古典理論としてル・フュール（Louis LE

FUR）の連邦論がある。ル・フュールの連邦論は Louis LE FUR, État fédéral et

Confédération d’États（Paris, Marchal et Billard, 1896, reed, LGJD, 2000）において

展開される。特にル・フュールが多様な検討の果てに国家性の唯一の指標として主

権に回帰する場面として，同書 p．６８１が挙げられる。ル・フュールの連邦論の構造

については，前稿６５４―６５８頁も参照。
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成国の国家性の指標として主権以外の概念を提示する議論も存在した３７。

しかし，前述した通り，ボーが批判を向けるのはこの伝統理論の構造で

あり，筆者の整理において数直線構造そのものである。直前に見た伝統理

論においては，連邦論の重要課題として「国家とは何か」という問いが不

可避的に立ち現れてくるのであるが，ボーから見ればそれ自体が不合理で

ある。なぜなら，連邦理論において第一に問題とされるべき問いは「連邦

とは何か」，「連邦固有の性質とは何か」であるにも関わらず，その問いと

解答を具備しないまま，伝統的理論の対象は連邦自体から「国家および主

権とは何か」へとすり替えられてしまうからである。そこでボーは，公法

学にとって連邦的（fédéral）なものとは何かを主題とするために，「連

邦」を一度「国家」や「主権」から切り離すことを提案する。不可避的に

国家を主題としてしまう国家連合と連邦国家の区別論から一度距離を取り，

国家・主権の概念とは本質的に異なる政治体として連邦（Fédéartion）を

構想したうえで，公法学上の問いとして第一に探究するべき問いを「国家

と区別される政治体としての連邦とは何か」であると定める３８。この問い

を追究することによって，公法学は，伝統理論が国家論に取り込まれて見

失ってしまった「連邦的な感覚」３９を捉えることができるというのである。

ここにおいてボーが行っているのは，連邦論の基本的な思考方法，論理

構造を再定位する作業である。筆者は従来の思考法を数直線構造と表した

が，ボーが新たに提示した連邦論は，国家の数直線とは別に，連邦の数直

線を設定し，それぞれ固有に政治体の性質の検討や類型化を行おうとする

二直線構造であるといえる４０。公法学において蓄積の豊富な国家の数直線

３７ たとえばカレ・ド・マルベールは，構成国の国家性の指標を主権の有無ではなく，

構成国のもつ権力の性質に求めている。Raymond Carré de Malberg, Contribution

à la Théorie générale de l’État（Sirey, 1920 et 1922, reed, Dalloz, 2004) T.�, p.151.

なおカレ・ド・マルベールの連邦論の構造については，前稿６５９―６６４頁も参照。

３８ Théorie de la Fédération , p.92.

３９ Théorie de la Fédération , p.109.
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に対して，明確に差異化されたばかりの連邦の数直線は，その根本的な性

質が不明瞭であり，いかなる類型化がありうるのか（目盛りを打てるの

か）もわからない。国家連合と連邦国家という区分も，連邦の数直線にお

いて主権概念を使用できない以上，直ちに成立するかは不明となっている。

ボーが提示しようとする連邦の一般理論とは，国家の直線との性質の違い，

とりわけ連邦論において主権概念を使用できないことに注意を払いつつ４１，

未解明である連邦の直線の固有の性質を描き出す作業である。従来は連邦

も国家も共に一本の数直線に乗せ，特定の政治体が直線状のどの位置に置

かれるかを検討することが連邦論であったところ，ボーは連邦と国家を同

じ直線上に乗せず個別に検討する方法へ転換しようとした４２。このように，

ボーの最も根源的な問題意識は，「国家と連邦の再差異化」として要約す

ることができるのである

ライトモチーフ� 連邦契約としての連邦憲法

国家と連邦が差異化されることによって，公法学の用語法，概念の使い

方にも再検討が迫られる。これまでの国家論において当然のものとして用

いられていた諸概念が，「連邦」を焦点とする連邦論で同じように使える

４０ 二直線構造の詳細については，前稿６７３―６７６頁も参照。

４１ もっとも連邦において主権を用いないということは，その前提として使ってはい

けない概念としての主権とは何かという問いについて解答を得ていなければならず，

主権概念の詳細な検討をもって初めて可能となる。ボーは主権概念についての検討

を Puissance de l’État において終えており，その意味でも同書において連邦論は既

に予定されていた。連邦において主権がないことは，個別にボーのライトモチーフ

として数えてもよい重要性を備えているが，本稿の検討においてはクローズアップ

する必要が薄いため，連邦と国家の再差異化のモチーフに内在させる形で整理して

いる。ボーの主権論と連邦論の結びつきについては，前掲注１５，小島論文を参照。

４２ なお，二直線構造のもとでは，二直線が交差するポイントがある可能性もあり，

完全な平行関係であるかは不明。「国家には全く当たらないが連邦の直線には当た

る」発想も可能である。
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のか，それとも再定位が必要となるのか。最初のモチーフにおいて，主権

は連邦論において使用できないことが示された。ボーの連邦論は概念の再

検討を中心として進んでいくことになるが，国家論の中核となる概念はほ

かにも数多くある。そしてボーが再検討を加えた概念が「憲法」それ自体

であり，「国家の憲法」と「連邦憲法」もまた，適切に差異化され，異な

る性質をもつ概念として整理されることになる。

連邦憲法の概念の再検討において注視，対照化されるのは，国家の憲法

の垂直的性質と，連邦憲法の水平的性質である。垂直的性質とは，総体の

レベルでの法規範や意思決定が政治体の各部に伝達されていく仕組みであ

り，命令的である。他方，水平的性質とは，構成体レベルでの合意が意思

決定や法規範を形成する仕組みであり，契約的である。ボーは契約的な水

平性を，伝統理論が見落としがちであった連邦的感覚としており４３，憲法

を契約として捉えることは，国家と連邦の再差異化のモチーフと直結して

いる。

国家の憲法と連邦憲法，垂直性と水平性，命令と契約の対比対照は，ボ

ーにおいて国家論の学説史の展開の中に位置づけられる。憲法の最高法規

性から，憲法は法的には垂直的性質をもち，政治体に対してその上位から

規律する命令的規範である。一方，連邦の憲法制定は構成国間の合意にも

とづく契約的なものであるから，連邦憲法が垂直的，命令的規範であるこ

とは自明ではない。このように連邦憲法に内在する契約的性質と「憲法」

という概念の垂直性が，特定の政治状況において矛盾衝突を引き起こし，

憲法理論に影響を与えることになる。アメリカの南北戦争においては，南

部の理論家カルフーンが，憲法制定の契約的基礎ゆえに合衆国憲法が垂直

的な「憲法」たりえず，命令的拘束力がないとして南部諸州の脱退権の根

拠とされた。また１９世紀ドイツの国法学においては，主にイェリネックに

４３ Théorie de la Fédération , p.109.
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より，連邦の求心性，構成国に対する垂直的権限を根拠づけるため，連邦

憲法の契約的構成が徹底して排除されることとなった。いわば，「契約に

よっては憲法，ひいては国家を創設することはできない」ことが憲法学上

の通念と化していったのである４４。

しかし，ボーは連邦の契約的基礎をそのまま憲法学に取り込むことで，

学説史上展開されてきた連邦理論のゆがみを回避しようとする。垂直性，

命令性を不可避的に含んでいる「憲法」の概念をそのまま連邦に適用しよ

うとするからこそ，連邦の契約的基礎と衝突するのであって，連邦におけ

る憲法の概念を，国家とは異なる基礎からなる水平的，契約的なものとし

て構成してしまえば，このような理論的衝突は生じない。連邦憲法を国家

の憲法と差異化することによって，連邦を，より自然に，公法学から捉え

ることが可能となるのである４５。こうして，連邦憲法は「連邦契約」とし

て構想される。連邦憲法制定は連邦契約の締結の場面として，連邦憲法の

内容と特性は，連邦契約の契約内容や契約の特性として捉え直されること

になる。

さらに，「憲法」が再定位され連邦憲法が国家の憲法と差異化されるの

と同時に，「憲法制定権力」の概念もまた問題化されうる。憲法制定権力

の概念自体は国家の憲法にも存在しており，なおかつボーの Puissance de

l‘État におけるボーの主題の一つが憲法制定権力であったことから，国家

４４ 学説史における契約と憲法の対比対照についてボーが詳細にした論稿として，

Olivier BEAUD,《La Notion de pacte fédératif-Contribution á une théorie constitu-

tionnelle de la Fédération》, Jean-François Kervégan et Heinz Mohnhaupt（sous la

direction de）Gesellschaftlich Freiheit und Vertragliche Bindung in Rechtsgeschicht

und Philosophie, Vittorio Klostermann Frankfurt am Main, 1999, p.197が挙げられる。

同稿では，本文中の南北戦争におけるカルフーンやドイツ国法学におけるイェリ

ネックの例を含め，学説史的検討を通じて連邦契約としての連邦憲法の概念を描い

ている。また連邦契約の概念は，Théorie de la Fédération 第２部以降においてもそ

のまま継続して使用されている。

４５ 詳細は，前稿６９１―６９４頁を参照。
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の憲法制定権力とは差異化された，連邦固有の憲法制定権力概念の可能性

が容易に推知できよう。前稿ではこの点に着目し，ボーにおいて内在的に

成立するであろう「連邦の憲法制定権力論」を仮説的に描いた上で，連邦

論の EUへの適用可能性を探った４６。すなわち，前稿は本稿のいうライト

モチーフ�の拡張を試みたものであった。そして後に詳述するが，本稿の

検討対象となるボーの論稿ではこの「連邦の憲法制定権力論」が掘り下げ

られており，筆者の仮説的検討に対する解答が正式に提示されている。

以上の通り，本稿において扱う２つのライトモチーフを提示した。以下

では，Jus Politicum 第１６号，第１７号に掲載されたボー及び他の論者の連邦

論を検討する。この検討においてここで提示したライトモチーフを介在さ

せることで，それら連邦論の理論構築の特性を明瞭に描くことを目指す。

ライトモチーフが本稿において果たす役割は，冒頭に示した通りボーの理

論の展開を追うことであると同時に，連邦にかかわる一元的な視座を獲得

するための道具として，これらのモチーフがどのように役立つのかを実践

的に検討することでもある。

２．再演されるライトモチーフ

ここでは，Jus Politicum 第１７号に掲載されたボーの論文「創設憲法，連

邦憲法とその特性についての考察」４７（以下，Founding constitution と表記

する）を題材として，２０１７年時点でのボーの論稿におけるライトモチーフ

の現れ方を探る。結論からいえば，同論文は，ボーのライトモチーフの内

容自体には特に変更を加えるものではないものの，モチーフにかかわる新

たな意義として，以下の２点が挙げられる。第一に，主として英語圏の議

４６ 前稿６９７―７１６頁。
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論を引用することで従来のモチーフに新たな根拠づけを行っていること，

第二に，連邦契約の概念と憲法制定権力論の関係が明確化され，従来のモ

チーフをそのままに論証としてより洗練されていることである。

（１）執筆目的としての連邦契約

Founding constitution の論述には，連邦契約の概念を英語圏の読者に向

けて詳説しようという意図が見て取れる４８。同論文はその冒頭からして，

国家（State）でも帝国（Empire）でもない，固有の政治体としての連邦

を見定め，その憲法の性質をどのように考えるべきか，との問いを立てる。

そして連邦国家の憲法を単一国家の憲法と同一とする見方を現代公法学に

おける国家中心型概念として位置づけ，乗り越えるべき対象として見定め

る。論述を始めて約１頁半にして４９，このようにしてライトモチーフ�「国

家と連邦の再差異化」が明示されるのだが，こちらのモチーフの扱いは事

実上ここまでであり，残る紙幅は全て連邦契約の描写，つまりライトモチ

ーフ�に割かれている。

連邦契約のモチーフを論述に導入する際に，ボーはこの論文の執筆目的

４７ Olivier BEAUD《The founding constitution. Refrections on the constitution of a

federation and its peculiarity》 Jus Politicum No17, 2017, pp.33―63 （http : //

juspoliticum. com / article / The-Founding-Constitution-Reflections-on-the-Constitution-

of-a-Federation-and-its-Peculiarity-1149.html）［２０１９．８．１６閲覧］．なお，同論文に限

らず本稿の示す Jus Politicum の頁数は全て，同雑誌の webページからダウンロー

ドできる PDF版に準拠している。以下，脚注においても同論文を Founding constitu-

tion と表記する。

４８ たとえば，この論文の序盤では，ボーが「契約」の語を注視することとなった着

想の端緒として，シュミットの翻訳における訳語選択（federative compact，およ

び市民法秩序を示唆する contractと国際法秩序に親和的な treatyの対比）の問題が

紹介されている。ここには「連邦契約としての連邦憲法」のモチーフを読み手（公

法学者）にとって違和感のない形で導入させようという意図が見える。（Founding

constitution , pp.35―36.）

４９ Founding constitution , pp.33―34.
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に言及する。すなわち，前著 Théorie de la Fédération では「紙幅の都合」

から明らかにし尽くされていないものがあり，それこそが連邦の政治法的

な装置としてデザインされる連邦契約（federative compact）の詳細だと

いうのである５０。Founding constitution 冒頭で導入される連邦契約は，こ

のように詳細を詰められていない，発展途上のものとして示されるのだが，

進捗状況についてのボーの自己診断は，しかし，あまり正当な状況認識と

はいいがたい。というのも，ボーには既に「連邦契約の観念」との表題を

付した論文５１が１つある上，Théorie de la Fédération の後半，政治制度と

しての連邦を検討する段階においても，連邦契約について集中的に検討し

ており５２，「紙幅」を理由に連邦契約の概念が未完成であるというのは説

得力に欠けると言わざるを得ないからだ。この論文の問題設定は，従来の

議論の積み残しというよりも，むしろ足踏みの感すらあり，問題意識の踏

み込み方に不足を感じる。実際のところ，この論文で行われていることは，

５０ Founding constitution , p.35. なお本文中の「政治法的」の箇所は，原文では“juridico

-political”であり，Jus Politicum 誌上で論者を問わずよく用いられる形容である。

また，この形容の直後において，ボーは「政治法的」の具体的意味内容として，連

邦契約が「憲法と，政治的意味の連邦とを結節する装置となる」こと，すなわち「連

邦の憲法」を一元的に説明できる基本概念であることを説明している。さらに，こ

こにはライトモチーフ�「連邦と国家の再差異化」も関わってくる。このモチーフ
の批判対象である国家連合（Confederacy）と連邦国家（Federal State）対置論を

前提とすれば，国家連合の基本法は条約（treaty）であり，他方，連邦国家の基本

法は憲法（Constitution）であって，両者の間には画然とした性質的差異があり，

結果，「連邦憲法とは何か」という問いに一元的解答を出すことが不可能になる。

ボーはここでこの点を再批判し，連邦契約の概念によって連邦的政治体の基本法全

てを汲み尽くせることを自身の理論の特長として提示している。ここに，ライトモ

チーフ�と�が端的に結合している。
５１ Pacte fédératif（注１３を参照）を指す。

５２ Théorie de la Fédération , pp.251―341. この部分は同書の第四部にあたり，８・９

・１０章の全３章を包含するが，その部としての表題は「政治制度としての連邦（La

Fédération comme institution politique）」であるため，章を超えた部単位で連邦契

約を扱っていることが外観上見えにくくなっている。
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過去のモチーフをより明らかな形で示すことであり，従来の日本のボーの

読み手にとっては「解答編」である５３。しかし問題意識の停滞という意味

では，ボーの連邦論の限界を示唆しているともいえる。

執筆目的への言及とライトモチーフにかかわり，もう一点，この論文の

意義を指摘することができる。それは，アメリカ南北戦争における南部諸

州の理論家カルフーンの位置づけの明確化である。カルフーンは，憲法の

垂直性と条約の水平性の対比を明確な前提として置いたうえで，国家間の

水平的合意は条約にすぎず，すなわち合衆国憲法は条約にすぎないのだか

ら，国家統合の基礎とはならないし，また同時に合衆国は国家連合にすぎ

ず，南部諸州に脱退の自由があるとした５４。この議論は国家と連邦の理論

的衝突を浮き彫りにするものであり，また連邦全てを国家という政治体に

含めて考えることを否定している点でボーと共通する側面もあるように見

えるが，ボーは Founding constitution において，自説が「カルフーン・ル

ネサンス」を否定するものであるとし，カルフーンの差異を明確にするに

至った。すなわち，カルフーンの議論の帰結は連邦「解消可能なもの」と

して描くことであるが，他方，ボーの連邦論の目的は連邦それ自体を契約

概念によって再考（解消，相対化のニュアンスを込めて）することではな

いというのであり５５，本稿の用語法でいえば，契約というモチーフの内実

は異なるのである。元々カルフーンの議論は合衆国解体の基礎理論である

ため，一定の「危うさ」が存在することは事実であり，ここでのボーはカ

ルフーンの引用が学説史的意義にとどまることを明確化し，危うさを解消

しようと試みている。同時に，何のために「契約」のモチーフを用いるの

か，より自覚的になっているともいえよう。少なくとも，既存の連邦の法

５３ 筆者の前稿との関係で見れば，連邦論と憲法制定権力とのつながりに着目した前

稿の仮説的検討は，ひとまず「正解」であったといえる。

５４ 詳しくは，前稿６８１―６８４頁を参照。

５５ Founding constitution , pp.35―36.
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的基礎の切り崩し，およびそこから帰結される EU解体論をめざすもので

はないことは明らかであり，消極的な形ではあるが，EUと連邦の関係も

忘却されたわけではないようである。

（２）統治形態と政治形態の区別

連邦論の学説史的展開を見るためにアメリカの建国史にさかのぼる手法

は，従来のボー連邦論に限らず非常に一般的なものである。Founding con-

stitution でもこれを題材として憲法と契約のアンチノミーについての再論

を試みているが，その論証方法は従来とはやや異なるものであり，ここに，

ライトモチーフの表出および新たな学説史的根拠にもとづく発展強化を見

て取ることができる。Founding constitution では，中央の極としての連邦

政府を推進し，連邦憲法の最高性を論証しようとしたハミルトンらの見解

を取り上げているのだが，そこでボーが注目しているのは，その見解の深

層構造ともいうべきものである。彼らの見解において，連合は「統治形態

（form of government）」の一として分類されているのだが，この「統治形

態」は，法（Law）によってのみ成立し維持される。ボーはこの「統治形

態」にホッブズ以来のモチーフが介在していると指摘する。すなわち，政

治社会の基礎は「統治者―被治者」と「命令―服従」の関係性であり，こ

の基礎構造は君主政において自明だが，共和政においても解消しえない必

須のものであり，共和政においても支配服従関係を成立させる強制力の装

置としての法（Law）の弁証が必要となる。「統治形態」は君主政・共和

政といった政治体の類型論とは異なる，政治体に通底する構造として捉え

られており，むしろ君主権という正当性の基礎を想定しえない共和政にお

いて強制力を論証することは，君主政よりも困難であるといえよう。しか

し，このような「統治形態」の基礎として「契約」を置くことは不可能で

ある。なぜなら，契約とは契約の主体自身が契約のサンクションを握るも

のであって，サンクションを握る第三者に対して契約主体が服従する構造
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は契約によっては作れない５６。これを連邦論に置き換えれば，連邦の法的

基礎を契約と捉えてしまうと，連邦契約の主体ではない連邦政府が，契約

主体である連邦構成国に対して強制力を発揮する「統治形態」は，創設し

えないことになる。このようなホッブズ以来の「統治形態」の構想を前提

とすれば，契約的基礎によっては強制力の弁証が不可能となるのであるか

ら，それでもなお連邦政府の強制力を求めるなら連邦憲法の契約的基礎を

否定する必要があるし，あるいは，契約的基礎自体の射程を拡大し，契約

によっても「統治形態」を創設することが可能だと主張せざるをえない。

ボーは連邦を契約的基礎によって説明するので，後者の道筋をたどること

になる５７。いずれにしろ，ここでは片務的・一方向的（unilateral）な法

（Law）と，双方向的（bilateral）な契約（contract）の対比関係が学説史

上存在したという結論になるのであり，これはボーのライトモチーフ�「国

家と連邦の再差異化」の呼び水として従来も提示されてきた結論であるが，

アメリカ建国の議論からホッブズにまでさかのぼるその論証方法は，ボー

のモチーフに新たなバリエーションを加えたものといえる。

ボーが扱う「統治形態」の語について，もう一点，注目しておくべき事

実がある。それは，Théorie de la Fédération の時点で，ボー自身が「統治

形態（forme de gouvernement）」と「政治形態（forme politique）」を区

別していたことである。とはいえ，ボーが自身の用語法として提示した「統

治形態」は，Founding constitution で学説史上の概念として導出された「統

５６ Founding constitution , pp.41―42.

５７ ボーが提示する連邦契約の概念は，政治体の基礎を創設する「憲法契約（pacte

constitutionnel）」であり，市民法秩序における契約と異なって，契約当事の性質を

変更する（連邦化しつつあるモナド国家を，連邦構成国へと変える）ものであると

いう（Théorie de la Fédération , p.210）。学説史上の契約と憲法の概念上のアンチノ

ミーが提示された後，ボー自身もそのアンチノミーを乗り越えるために，従来の議

論とは異なる様々な理論操作を行うのであるが，この「憲法契約」という概念もそ

の一例である。
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治形態」とは意味が異なる５８。ここで注目しておくべきことは，政治体の

抽象的・原理的意味での類型論において，「統治」と「政治」のような用

語の区別を厳密に行うことで，より明確化されていく理論構造である５９。

５８ Théorie de la Fédération , pp.345―349において提示されている「統治形態（forme

de gouvernement）」と「政治形態（forme politique）」の意味は，次のようなもの

である。「統治形態」は，連邦間比較における連邦内統治のありかたの多様性を示

す語であり，内的側面に着目した類型である。連邦における典型的統治形態として

の連邦共和政（同書１２章），典型から外れた異質な統治形態としての集権型連邦（同

書１３章），連邦政府と構成国政府の統治形態のアシンメトリー，構成国代表議会（同

書１１章）といった項目は，統治形態の類型論として提示されることになる。他方，

「政治形態」とは国家形態（forme d’État）を連邦も含めた類型論に適合するように

拡張した概念である。従来の国家類型論が国家形態の名のもとに，単一国家，地域

国家，連邦国家といった概念を用いていたところ，そこにボーのライトモチーフ�
「国家と連邦の再差異化」が登場したことで，国家と連邦がそれぞれ独立する政治

体類型として成立したため，「国家類型」の名のもとにとどまらなくなったという

ことである。政治形態としての連邦は，国家とは対照的に，同一域内の中央権力と

地方権力のあり方，権力の二重性・複数性といったボーのモチーフに連なる特性を

記述するものとなる。ボーにおいては，「統治形態」は個別的な連邦内の固有の特

徴と多様性を，「政治形態」は国家と対照化される外形的性質を記すための概念で

あり，したがって，Founding constitution において登場した強制力の論証としての

「統治形態」（およびそれと区別された貴族政・民主政・君主政といった政治形態）

とは意味が異なるということになる。

５９ 強制力の論証の問題としての「統治形態」は，古典理論を解する補助線となると

思われる。たとえば，これはルソーの Contrat social（『社会契約論』）の構造の理

解を容易にする。『社会契約論』第１編では社会契約の概念が論じられ，第２編で

人民主権論が論じられるが，これらは統治形態の次元であり，政治形態に関わらず

存在する唯一の正統性・強制力の根拠としての人民主権論が語られている。第３編

以降で政府の形態論（君主政・貴族政・民主政）がそれぞれ述べられるが，これら

は統治形態のレベルの議論ではなく，強制力の論証（人民主権論）が確定した上で

の（いわば政治形態のレベルでの）バリエーションを論じている。『社会契約論』

は人民主権を論じつつも，それを実現する「最良の政治体」を確定していないとさ

れるが，統治形態と政治形態の次元を区別することで，ルソーの議論構造が把握し

やすくなるのである。
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（３）連邦の憲法制定権力

Founding constitution の主題は，端的にいえば，「連邦の憲法制定権力

論」を明瞭に示すことであった。筆者にとっては前稿の「解答編」である

と同時に，ボー連邦論全体を見渡したうえでの核心的意義ともいえる部分

であるから，その内容をここで確認しておきたい。

まず，ボーは議論の前提として，憲法制定権力の一般的意味を確認する

のだが，その定義はいわゆる「始原的憲法制定権力」に限定されているこ

とに注意が必要である。というのも，ボーのいう憲法制定権力は「憲法制

定を介して政治体の形態を決定する特権」であり，同時に「憲法を改正す

る権限とは区別される」と明言されているからである６０。この定義は，制

憲権を始原的憲法制定権力に限定し，憲法改正とは異なって，現前する場

面が著しく減少させる。ボーはこの点に，非合理的な，マジックワードと

しての要素が混入するとし，制憲権概念の弱点を譲歩的に認めるのだが，

しかし，むしろその非合理的な要素こそが，一個の人民集団が事故の政治

的存在を自覚し明示する政治的プロセスとしての連邦制定を法的に把握す

るための概念として有益であると切り返す６１。ここでは，憲法制定権力の

弁証のあり方に注目しておきたい。ボーは非合理的であるからこそ，憲法

制定時の政治的な状況を把握するために憲法制定権力の概念が有効である

と逆説的に述べているのであり，「政治法」の名のもとに，憲法制定権力

概念の弱点をケアし，むしろ逆手にとって長所に転換している。

ここで，近代国家の創設とフィクション性の問題との関連を指摘してお

こう。国家論では始原的憲法制定権力論を，連邦論では連邦契約のモチー

フを重視するボーの議論では，国家にせよ連邦にせよ，政治体の創設の場

面に注目することになる。しかし，政治体の創設は歴史的・政治的な特殊

性が強調される場面であるから，政治体創設を法的に記述する方法論の妥

６０ Founding constitution , p.48.

６１ Founding constitution , p.49.
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当性には疑問が付され続ける。すなわち，いかに政治体の創設を法理論と

して説明したとしても，その論理が巧みであるほど，歴史的・政治的事象

の一回限りの説明となり，一般理論とはなりえないのではないかという疑

問である。ボーが国家・連邦いずれにおいても用いる始原的な憲法制定権

力概念は，始原的なものへ限定しつつもマジックワード的な性質（必ずし

も法律学的意味での厳密性に回収しきれないものを包含しうる性質）を肯

定することによって，憲法制定権力が単なる「歴史的・政治的事象の一回

限りの説明」に堕することを防止しようとしたものである。

次に，国家の制憲権とは区別された連邦の憲法制定権力に固有の議論に

移る。ボーはデュギーの「連邦憲法否定論」を取り上げ，その否定の前提

として，連邦憲法についての時系列の迷路が存在すると指摘する。すなわ

ち，連邦憲法の内容は連邦国家と構成国の権力関係を確定することである

のに，連邦憲法の作り手（＝憲法制定権力の担い手）であるはずの連邦国

家は，連邦憲法以前に存在しないため，連邦憲法の位置づけが不明確にな

るというのである。この時系列の迷路を突き詰めると，連邦憲法それ自体

を検討対象から除外するデュギーの議論に行き着くというのであるが，こ

れは，従来のボーの議論でライトモチーフ�「国家と連邦の再差異化」を

形成する際に繰返し取り上げられてきた，連邦憲法の特性を把握できない

伝統的思考法の再定位にすぎない。デュギー特有の議論を問題化している

のではなく，克服すべき思考法の新たな例としてデュギーを挙げているの

である。

よって，憲法概念の連邦固有の性質論の焦点は時系列の迷路をいかにし

て克服するかに絞られる。この問いに対するボーの解答は，「歴史的アプ

ローチ」６２であるという。憲法制定権力を担う（あるいは制憲権が発動す

るフィールドとしての）連邦は，確かに憲法制定時（連邦契約締結時）に

６２ Founding constitution , p.50.
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は存在していない。そこからボーが導く結論は，連邦契約における憲法制

定権力の持ち主は，「連邦化しつつある予定的構成国」６３に外ならないとい

うことである。さらに，この「歴史的アプローチ」の効果として，「現実

の権力を持つのは誰か（君主か，議会か，人民か等）」という政治的な問

いは一度，本筋から外され，二次的なものにとどまるという。ボーの「歴

史的アプローチ」においては，「単一の存在としての連邦人民は創設時に

は存在せず，連邦化しつつある諸国家の国民（peoples）の総和のみが存

在する」ことが，絶対に見過ごすことのできない歴史的事実として重視さ

れる。そして「歴史的アプローチ」から，連邦の憲法制定権力の固有の特

性として，制憲権の主体の複数性が明示されることになる。連邦国家，連

邦人民は憲法制定時には存在しない以上，制憲権主体から除外され，構成

国と構成国人民のみが制憲権主体となる。結果として，デュギーの連邦憲

法否定論の根底にあった時系列の迷路は自然に解消され，同時に，国家の

制憲権の場合と異なり，連邦の制憲権主体は必然的に複数の存在であるこ

とが明らかになる６４。

なお，ボーのいう「歴史的アプローチ」は，若干の注意を要する概念で

あることを付言しておきたい。すなわち，ボーの思考方法は「歴史学
�

的ア

プローチ」ではないということである。ボーのいう「歴史的」は「創設時

における連邦国家・連邦人民の不存在」という一点のみを指してそのよう

に形容するのであり，前述の通り時系列の迷路を簡便に解消するためのも

のにとどまる。歴史的事例の個別具体的検討，多元的実態の把握等を旨と

６３ Founding constitution , p.52.

６４ Founding constitution が，筆者にとって「解答編」であると述べた（２―�，お
よび注５３参照）のは，この連邦の憲法制定権力論の構造からである。「歴史的アプ

ローチ」の名のもとで展開される連邦構成国の時間的先行性を素直にとらえる思考

法は，時系列の迷路（過去の議論での題材はデュギーの議論ではなかったが）を解

くために，ボーの「国家の憲法制定権力論」と「連邦のモチーフ」の双方から推察

して得た結論そのものである（前稿７１３―７１６頁を参照）。
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する思考ではなく，つまるところ実証的（歴史学的）方法ではない。あく

まで法理論の枠内での「歴史的アプローチ」に過ぎない。したがって，連

邦の憲法制定権力論を理解しようとする際，歴史的事実と法理論の間の抽

象化の契機が含まれることを意識しなければならないことは変わりがない

のである。ボーの「歴史的アプローチ」は，この抽象化の程度を問題とし

ている。法理論が歴史性を取り込む際には抽象化，すなわちフィクション

が必要であるが，他方，程度が過ぎれば法理論が現実を歪曲することに

なってしまう。よって，過度にして許されない暴力的なフィクションと事

実に即した許されるフィクションを区別する必要があり，ボーにおいては，

連邦に対して従来型の国家論をそのままあてはめることが前者の許されざ

る抽象化に，制憲権についての「歴史的アプローチ」による時系列の整理

が後者の許されるフィクションに該当することになる６５。歴史的（histori-

cal）とは，「連邦に対する構成国の時間的先行性をそのまま理論に反映す

ること」に集約され，むしろ「構成国単位」の思考法として読み変えてお

く方が簡明であろう６６。

６５ 連邦の憲法制定権力論についての「歴史的アプローチ」が明確に示されたのは

Founding constitution の固有の意義といえるが，法理論のフィクション性の許容度

を問題にし，現実に対してより暴力的でない理論を構築しようとする態度自体は，

従来のボーの議論にあったものである（たとえば連邦概念のフィクション性の歴史

的展開についての Théorie de la Fédération , pp.169―173，また主権論とフィクショ

ン性の問題について，前稿７１０頁参照）。

６６ 本文で扱った「歴史的」と同様に，ごく一般的な用語であるがゆえにそこに含ま

れるボーの含意を読み取りにくい語として，「共和政（république）」がある。一般

的に，共和政とは「君主政でない政治体」のことであるが，ボーにおいては連邦共

和政（La république fédérale）の形で複合語として登場する。ここでの「共和政」

に含まれる意味はいくつかあり，�帝政と異なり，連邦の統合は上からの圧力に
よって行われるものではない（連邦契約の水平性も，構成国間の水平的力関係を反

映している）ことや，�その（�の）ことを反映して，連邦共和政が連邦の典型的
形態となること（Théorie de la Fédération１２章）があげられる。他方で，共和政は

その通常の意味から，人民（people，peuple）や市民（citizen，citoyen）の概念を
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最後に，連邦の憲法制定プロセスについての洞察のあり方について付言

しておきたい。重要であると思われるのは，ボー自身の Jean-François

Aubertの連邦についての洞察を，ボーが高く評価する６７点である。ここで

評価されている Aubertの洞察とは，国家と連邦の間での憲法採択プロセ

スの差異を「同意の数の違い」とするものである。連邦における憲法採択

においては，同意の絶対数は小さい。というのも，憲法採択における同意

の最大数は「連邦化する構成国の数」だからである。最大数が少ないがゆ

えに，連邦では全員一致を要求することも現実的な選択肢となる。他方，

国家における憲法採択においては，何百万・何千万の票数が必要となる。

なぜなら，そこで数えられる有権者の数あるいは政治体を構成する構成個

人の数だからである。しかしこの Aubertの洞察がなぜ「鋭い」と評価さ

れるのだろうか。そこにはやはり補足と，注意が必要であろう。連邦憲法

連邦論の中に位置づける際の呼び水となりうると思われ，いわば連邦と市民やデモ

クラシーの結節点として共和政の概念を用いる可能性が考えられる。前稿において

はこの可能性をもとにした思考実験として，「連邦構成国の憲法制定権力の行使が，

構成国となりつつある国家における人民による憲法制定権力の行使の総和となる」

という連邦構造を示した（前稿７１４―７１５頁）。しかし，ボーの連邦論における「市

民」は，むしろ「所属（nationalité）の二重性」と強く結びつけて論じられること

が多く（たとえば前掲注１４，BEAUD, Fédéralism et souvraineté, p.122），憲法制定

権力や公権力を「市民・人民が行使する」，「市民・人民に権力の正当性の根拠があ

る」といった構図はあまり前面に現れてこない（人民，市民，デモクラシーの問題

の重要性を否定するのではなく，あくまでそれらを連邦論において扱う可能性や優

先順位の問題となろうが）。したがって，前稿の検討はあくまで「思考実験」にと

どまるのである。また，アメリカにおいて人民主権が連邦・構成国の二者の上に立

つ唯一の絶対者・裁定者として働く場面については，人民主権の概念が連邦の二極

構造を一極化し歪曲してしまうという問題点を指摘している（Olivier BEAUD

《Fédéralism et souvraineté Note pour une théorie constitutionnelle de la Fédéra-

tion》RDP , no.1―1998, pp.121―122）。ボーの連邦論に構成国という政治体そのもの

が主題化される傾向があることが留意されるべきである。

６７ Founding constitution , p.53. 同頁では，Aubertの洞察を「鋭い（acute）」と評価

する。
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の同意数は可算的であるというが，連邦の憲法制定であろうと，そこには

構成国内での投票手続が実体として存在し，国家同様，数百万・数千万の

票数が存在している。したがってこの洞察は，デモクラシーの政治的実体

からは一歩引いた議論であることに注意が必要である。「連邦においての

み，憲法の制定時に全員一致原理が妥当しうる」とは，連邦憲法において

のみ可能となる法的思考を指摘しているが，あくまで法学者の思考方法の

レベルであって，デモクラシーの実体と重要性を隠すものとして理解され

るべきではない（少なくとも，連邦を非帝国，水平的と解するボーが Aubert

のこの洞察を評価する際には，このように理解しているとは考えられな

い）。

実体隠蔽の誤解の可能性があるにも関わらず，ボーがこの思考方法に与

える高評価が重要と考えられるのは，ボーにおける全員一致ルールの理論

的位置づけが与えられているからである。連邦の意思決定における構成国

全員一致のルールは，伝統理論においては，（連邦国家にはみられない）

国家連合（Confédération d’État）の固有の性質として位置づけられること

が多かったが，ボーのライトモチーフ�「連邦と国家の再差異化」によっ

て国家連合と連邦国家の差異がいったん傍系に置かれたことで，全員一致

ルールの位置づけもボーからは見失われていた。しかし，Aubertの洞察

がボーの連邦論においても妥当するとすれば，連邦の固有性が憲法採択の

票数のイメージについて法学者の思考法に影響し，全員一致ルールが想定

されるのは，ボーの歴史的アプローチにおいて「現実の権力の実体問題が

二次化する」例として捉えることができよう６８。

６８ なお，Founding constitution , p.54においては，連邦における「全員一致ルール」

の位置づけがさらに明確化されている。ボーは１８４８年のスイスにおいて，２２カント

ン中６カントンの反対により憲法草案が否決された例をはじめ，連邦において全員

一致ルールを拒絶したり回避したりすることは珍しくなかったと指摘しており，伝

統理論との位置づけの違いを明確にしている。
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（４）連邦契約としての連邦憲法の解釈図式

Founding constitution は，連邦の憲法制定権力固有の諸々の性質を列挙

した後，Théorie de la Fédération の続編ともいうべき概念の構築作業へと

移行する。第一に憲法制定権力によって締結される連邦契約（federal com-

pact）をさらに区分する概念としての連邦創設契約（founding compact）

と再創設契約（re-founded compact），第二に連邦契約の実質的内容とし

ての連邦目的（telos）である。

Ａ．連邦契約の二分類：連邦創設契約と再創設契約

前述の通り，ボーにおける憲法制定権力の一般的意味は，始原的憲法制

定権力であった。しかし，始原性という意味での一般的限定を設けながら

も，ボーは特別の場合に限り，憲法制定以後の憲法制定権力の発動を部分

的に解放する。すなわち，憲法制定権力により無から連邦を創造するため

に連邦の制度と統治形態を同時に打ち立てる連邦契約を「連邦創設契約

（founding compact）」とする一方，創設された後の連邦内で憲法制定権力

が事後的に発動された結果，連邦契約が変更されることを「再創設契約（re

-founded compact）」とする。

始原的な憲法制定権力が，一定の条件を満たす場合に憲法制定後の実定

法秩序内において発動されるこの構造は，実は国家の憲法制定権力を論じ

ていた Puissance de l’État において既に提示されていた６９。このことから，

連邦創設契約と再創設契約の区別は，ボーの「国家の憲法制定権力論」を，

連邦論のフィールドへ乗せ換えたものであることが推察できる７０。しかも，

６９ Puissance de L’État , p.431, 479, 483. なお，山元一「最近のフランスにおける「憲

法制定権力」論の復権―オリヴィエ・ボーの『国家権力論』を中心に―」『法政理

論』第２９巻第３号（１９９７）５７―５８頁は，「一定の実質的要件のもとで，外見上は憲法

改正の形式による始原的憲法制定権力の事後的発動を認める」という構図を捉えて，

芦部信喜の憲法制定権力論との類似性を指摘する。

７０ ライトモチーフ�「国家と連邦の再差異化」のもとでの連邦論は．連邦を憲法学
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事後的な憲法制定権力の発動は，外見上は実定法秩序内における憲法改正

の場合と区別がつかないため，「単なる憲法改正」と「憲法制定権力の事

後的発動」を区別するのは，変更される憲法の内容や手続的実体のあり方

といった，実質的要件にほかならない７１。そして連邦憲法における憲法制

定権力の事後的発動に当たる「再創設契約」とは，「単なる連邦憲法の追

加修正を超えて，連邦が真の意味で変更される（really changed, not only

amended）」７２場合であるという。再創設契約は，連邦（政府）と構成国の

関係の変更や，連邦の統治構造そのものの変更などを指し，創設よりも後

に生じる憲法改正が，憲法制定権力の発動とみなされるかどうかは，結局，

「もたらされた変更の程度によって説明される（explained by the extent of

the change that has been made）」ことになる７３。やはり連邦においても，

憲法制定権力の発動を判別するための実質的要件が設定されることになる。

が語るために，従来の思考法・概念をどこまで連邦論に適用できるのか，適用でき

ないとすればどのようなオルタナティブがありうるのかを考察する作業である（前

稿７２０―７２１頁）。この観点から筆者は，ボーにおいて，「憲法」の概念はそのままの

適用ができないために「連邦契約」というオルタナティブが提示されているが，「憲

法制定権力論」の概念は国家にも連邦にも適用可能であるとの判断があるのではな

いかと推察し，ボーの「国家の憲法制定権力」の議論を連邦に置き換えて「連邦の

憲法制定権力」を仮説的に構築した（前稿７１０―７１１頁）。Founding constitution は，

このような前稿の推察に類似する議論を展開しており，その意味で筆者にとっては

仮説的検討の正当性を担保する「解答編」なのである。

７１ Puissance de L’État , pp.300―306では，これらの実質的要件にもとづいて，フラン

スの歴史上の憲法改正が「憲法制定権力の事後的発動」と評価しうるかを検討して

いる。事後的発動にあたるものとして，たとえば，１９６２年の大統領公選制導入の憲

法改正（およびその手続としての憲法１１条に基づく議会審議を経ない国民投票）が

あるが，この改正は手続上違憲の疑いがあり憲法訴訟に発展した。なおこの事件の

憲法院判決（Décision no 62―20 DC du 6 novembre 1962）では，レファレンダムに

より承認された法律には憲法院の違憲審査権が及ばないとして，憲法改正の合憲性

の判断が回避された（フランス憲法判例研究会 編『フランスの憲法判例』（信山

社，２００２）３８３―３８６頁（井口秀作執筆部分）も参照）。

７２ Founding constitution , p.53.

７３ Founding constitution , p.54.
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表：連邦創設契約／再創設契約／通常の連邦憲法改正

権力の種別 対象・程度 合法性

連邦創設契約 憲法制定権力 連邦憲法 full set no question

再創設契約 憲法制定権力
連邦制度・統治形態

連邦（中央）と構成国の関係
legal or illegal

連邦憲法改正 憲法改正権
連邦政府の形態変化
＊国家にも生じうる

legal

加えて，ボーは歴史的事例における再創設契約が，（革命のような前法秩

序の実力による破壊など）非合法な形式にもとづいて新たな憲法適合性を

打ち立てる７４性質を有することを指摘しており，非合法な再創設契約であ

れば，通常の（制憲権の発動を伴わない）憲法改正との違いはより明確に

なり，制憲権発動の判断要件の実質性がより強調されている。

ここにおいて，連邦憲法の内容の創設・変更に関する３つの類型が区別

されている。すなわち，連邦創設契約・再創設契約・通常の連邦憲法改正

（必ずしも連邦固有でない，国家においても生じうる例）の三類型であり，

それらの差異を以下の表「連邦創設契約／再創設契約／通常の連邦憲法改

正」のとおり整理することができる。

Ｂ．連邦目的（telos）の概念と「国家と連邦の再差異化」

連邦契約として連邦憲法を描写する場合，そのような契約一般に通じる

特徴としてどのような契約内容が存在するのであろうか。これは連邦契約

の実質的内容についての問いであり，この問いへのボーの解答が「連邦の

究極目的（telos）」である。連邦目的 telosは当該連邦の理念を法的に表

現したものであり，連邦契約はこの目的を実現する手段として位置づけら

れる。この目的概念の位置づけ自体は，特段意外なものではないが，モチ

ーフ�「国家と連邦の再差異化」にかかわり，連邦目的との関連で確認し

７４ Founding constitution , p.54.
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ておくべきなのは，連邦憲法は立憲主義の実質化ではなく，あくまで連邦

理念の実質化として理解されるべきものであると提示される点である７５。

したがって国家の憲法の実質的内容＝立憲主義は，連邦契約の必須の実質

ではなく，連邦契約に人権条項が必ず入るとは限らない７６。

「立憲主義が連邦憲法において必須ではない」という見解は，表面的に

はかなり大胆な言い切りにも思える。というのも，現代の連邦国家や国際

機構は，民主主義や人権論保障を構成体間共通の基本理念として成立して

おり，立憲主義と連邦の結びつきを解くことは端的に言って経験則に反す

るからである。もっとも，ボーの意図は暴論を主張することではない。そ

こで，立憲主義と連邦契約の距離感について補足しつつ，モチーフ�との

関連において射程を明らかにしておきたい。まず，連邦契約の実質的内容

が連邦の究極目的（telos）だといっても，これだけでは，連邦目的が具

体的にどのようなものかは明らかにされていない。一般理論としては連邦

目的の概念が存在することは提示できても，その具体的内容の確定は，結

局，各々の連邦憲法の個別的な解釈に委ねるほかなく，一般理論の意義は，

連邦憲法の個別的解釈論において「連邦目的とは何か」という問題設定を

可能とするところにある。

７５ Founding constitution , p.61.

７６ Founding constitution , pp.55―61においては，１９４０年に Jyor Jenningsが仮想的に

検討したヨーロッパ連邦憲法草案が検討対象とされている。は平和主義・西欧型民

主主義傾向・左派の立場からナチスドイツの秩序に対抗する西ヨーロッパ連邦構想

を提示していたのだが（p．５６），ボーはこの憲法草案を題材として，連邦契約の実

質的特徴を明らかにしようとしている。この Jenningsの草案に人権条項が含まれ

ていないことが，連邦契約と立憲主義が必須の結びつきを持たないことの一例とし

て挙げられている（p．６１）。なお，Jenningsの憲法草案は第二次世界大戦との関連

で捉えられる歴史的なものであるが，同時に西ヨーロッパ連邦を想定したものであ

り，EUと地理的に近似する憲法構想であることは，注目に値するであろう。この

憲法草案が「政治法」の対象としての歴史性を備えていると同時に，ボーの連邦論

に EUへの適用可能性への指向が残存する可能性を示すとも考えられるからである。
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さらに，この議論は連邦と立憲主義の間に原理的不整合があることをた

だちに意味するものではない。モチーフ�「国家と連邦の再差異化」を，

この議論を理解するための補助線として利用することができる。すなわち，

国家の憲法は必須の実質として立憲主義を備えるが，他方，連邦憲法に立

憲主義が入る場合，それは連邦固有の性質としてではなく，連邦契約の契

約当事者により，契約の実質的内容として，あるいは実現すべき連邦理念

・連邦目的として，立憲主義が採用されたことから説明される。このよう

に考えることで，現代の連邦が立憲主義的原理を基礎としている現実（お

よび上述した法学者の経験則）が，矛盾なくボーの議論と接合することに

なる。逆に言えば，連邦契約・連邦目的の定め方によって，連邦も立憲主

義の器になりうるのであり，国家は立憲主義の唯一の器というわけではで

ない。連邦契約に立憲主義や人権保障条項が含まれる例と含まれない例が

存在し，なぜそのような連邦契約が存在したのかは，各々の連邦契約を個

別的に探究することで明らかにされ，その探究こそ「政治法」の本質的役

割であるということになろう。

さらに翻って，連邦目的と立憲主義の関係は，憲法制定権力の概念その

ものをより深く考察する手掛かりとなることを指摘しておきたい。始原的

な憲法制定権力の発動は，法秩序の創設の前段階において行われるがゆえ

に，法的には無制約であると説明される。しかしこのような無制約の制憲

権概念は，少なくとも現代社会においては，上述の経験則に照らし疑わし

いものとならざるをえない。実際に政治体が成立し憲法制定権力が発動す

ることを想定すれば，その発動は様々な政治的・歴史的要因に規定されて

おり，完全無制約の憲法制定なるものが現実にあり得ると想定することは，

あまりにも無邪気すぎる想定なのではないか。そのような制憲権概念への

疑問の代表例が，憲法制定権力に対しては，現代的制約が存在しうるとの

見解である７７。このような疑問に対して，従来通りの憲法制定権力概念を

維持したまま解答するならば，実質的には憲法制定権力に対する制約と見
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えるものも，理論上は政権者の偶然的選択によって採用されたものであり，

現実にはありえなくとも理論上の無制限性は傷つかないと説明するほかな

い。あくまで先行する法秩序が存在しないことが，この理論上の無制限性

を支えることになる。

しかし，連邦の場合には，このような無制限性は法的にも自明ではない。

ボーの「歴史的アプローチ」の項において確認された通り，連邦の憲法制

定は構成国の先行性が絶対に外すことのできない前提となっており，した

がって，連邦契約は先行する構成国の法秩序や，構成国間の国際関係・国

際法秩序（連邦契約以後は構成国間の公法関係として内部化されるもの）

を前提としたうえで締結されることになるはずである。したがって，憲法

制定権力概念の無制限性は，むしろ連邦においてこそ，相対化されること

になるのである。連邦契約の内容と，連邦創設前の構成国法秩序・構成国

間法秩序との相互関係を検討することで，事実において無制限ではない憲

法制定権力概念と，法的な次元での理論構築とを適切に結節する可能性を

秘めている。これは「連邦の憲法制定権力論」固有の意義とみることがで

きるであろう。

また，連邦憲法においては本質的要素でない立憲主義や人権保障も，連

邦契約の締結者によって契約条項に盛り込まれることで連邦憲法の内容に

含まれることは十分にありうる。だとすれば，連邦創設契約の時点では立

憲主義を含んでいなくても，再創設契約や憲法改正によって，立憲主義を

事後的に連邦憲法に取り込む可能性がある。このような「後入れ」型の立

憲主義・人権保障は，よく考えれば，これも連邦憲法固有の性質とはいえ

７７ たとえば阪口正二郎は，「憲法制定権力は憲法外在的であるがゆえに憲法の制約

を受けないが，現代の政権者は民主主義に拘束されており，憲法制定権力自体は無

制約でない」旨の見解を提示している（『憲法問題』第２８号（２０１７）１０２頁，阪口正

二郎発言より）。阪口は民主主義による憲法制定権力の拘束に触れているが，連邦

憲法制定の場面に置き換えれば，構成国法秩序による憲法制定権力の拘束の可能性

としてとらえることができる。
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ないであろう。なぜなら，国家の憲法においても，非立憲的憲法に立憲主

義・人権保障が「後入れ」される例が存在するからである。その典型的な

例として，第三共和政以降の憲法伝統として明確な人権条項を欠きながら

も，憲法院の判断を通じて１７８９年の人権宣言をはじめとする権利保障規定

を憲法条項として取り込んだフランス第五共和政憲法７８があげられよう。

よって，国家の憲法も事後的に立憲主義化・人権保障化することが可能な

器であり，国家の憲法制定権力も，事後的な始原的憲法制定権力の発動が

ある限りは，時代的制約を受ける可塑的な権力と捉えることが可能となる。

このように，連邦目的（telos）への注目から連邦契約と連邦の憲法制

定権力に連なる理論構造は，「国家と連邦の再差異化」のモチーフを通じ

て，憲法や憲法に関するプリミティブな認識の再確認・再検討を促すとい

う形で，連邦論の意義を再確認させるものである。

Ｃ．連邦憲法・連邦原理・連邦目的（telos）と憲法解釈の図式

連邦目的と連邦目的の概念によって，憲法学の営為としての憲法解釈が，

ライトモチーフ�「国家と連邦の再差異化」とどのように対応するのかが

明らかにされることを示しておきたい。連邦理念が連邦目的（telos）と

いう形で連邦契約に書き込まれ，連邦憲法の内容を形成する。この連邦憲

法が，憲法学による解釈の対象となる。これまでの議論を参照すると，従

７８ 憲法院判例は，１９５８年憲法前文が言及している１７８９年人権宣言と１９４６年憲法前文

等に第五共和政憲法の一部としての裁判規範性を認めており（人権宣言の裁判規範

性を承認した判断として Décision no 73―51 DC du 27 décembre 1973, 1946年憲法

前文の裁判規範性を承認した判断として Décision no 74―43 DC du 15 janivier

1975），１９５８年憲法の条文に加えて裁判規範として拡張された「憲法ブロック」の

憲法規範性が承認されている。憲法ブロックの形成とその端緒となった「結社の自

由判決（Décision no 71―44 DC du 16 juillet 1971）」については，フランス憲法判例

研究会 編『フランスの憲法判例』（信山社，２００２）１４１―１４６頁（山元一執筆部分），

および，同編『フランスの憲法判例�』（信山社，２０１３）１３２―１３９頁（山元一執筆部
分）を参照。
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来の国家の憲法解釈のための諸概念が，連邦憲法の解釈の場合にも互換的

に配置され，対応関係が明確になる。

まず，国家において，国家の憲法（およびその条文）・憲法原理・立憲

主義の概念が存在し，連邦においてこれらと対応するものとして，連邦憲

法＝連邦契約（およびその条文）・連邦原理・連邦目的（telos）が存在す

る。

これらの概念が憲法解釈という営為とどのように関連するかを整理する

と，以下のようにまとめられる。第一に，憲法の条文解釈の指針の一つと

して，憲法に内在する原理（憲法原理）を指針とする場面がある。これを

連邦に置き換えると，連邦原理を指針とした連邦契約の条文解釈の場面に

対応する。第二に，特定の条文解釈を行うに付随し，あるいは逆に憲法解

釈の結果を受けて，憲法原理それ自体を導出・具体化する場面がある。こ

こでは一般性の強い憲法原理を，特定の憲法条項にひきつけ適合化させる

検討が求められ，原理に対するアプローチ方法は非常に多様である（法哲

学的，比較法的，歴史学的な観点からの原理的考察がその代表例といえ

る）。第一の場面が条文の解釈を導出する場面であるのに対し，第二の場

面は条文解釈から憲法原理に戻る場面であり，憲法原理と条文解釈は一方

向的な原因と結果の関係ではなく，相互にフィードバックし合う関係にあ

る。この第二の場面を連邦に置き換えると，特定の条文と密接に対応する

連邦原理の導出・具体化の場面となろう。国家の憲法の条文解釈と憲法原

理の相互的な関係は，連邦契約の解釈と連邦原理の関係と対応することに

なる。そして第三に，国家の憲法における立憲主義とは，第一・第二の場

面を形成する憲法原理のうち，最も一般的で必須のものとして位置づけら

れよう。立憲主義の他にも憲法原理は存在し，また立憲主義をより具体化

した原理として人権保障や権力分立があり，またそれらをさらに具体化し

て各個の条文に関連付けていく作業も必要となるが，立憲主義が一般的か

つ根源的な憲法原理であり，第一・第二の場面で大きな存在感を発揮する
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表：国家・連邦の憲法解釈図式の対比

国家 État 連邦 Fédération

第一の場面 憲法原理を指針とする 連邦原理を指針とする

【原理から解釈へ】 憲法の条文解釈 連邦契約の解釈

第二の場面 条文解釈の結果を受けた 連邦契約解釈の結果を受けた

【解釈から原理へ】 憲法原理の導出・具体化 連邦原理の導出・具体化

最も根源的な

（具体化をまつ） 立憲主義 constitutionalisme 連邦の究極目的 telos

必須の憲法原理

ことは間違いない７９。そして，これを連邦に移し替えた場合，ボーの議論

に従えば，連邦原理のうち最も一般的・根源的な必須要素として位置づけ

られるのは，立憲主義ではなく連邦目的（telos）であるということにな

る。このように，ライトモチーフ�「国家と連邦の再差異化」に関連し，

憲法解釈において連邦契約・連邦原理・連邦目的といった概念の位置づけ

を，以下の表「国家・連邦の憲法解釈図式の対比」の通りまとめることが

できる。

ただし最後に，ボーの連邦目的の議論について認識しておくべきことが

ある。Founding constitution 後半において，連邦創設契約に必ず盛り込ま

れる一般的条項の具体的内容については，相互扶助条項・連邦仲裁条項の

２つが提示されるが，その記述は比較的簡素なものにとどまり８０，その深

層については「今後の課題」扱い８１になっている。しかし，Founding consti-

７９ 第一の場面，第二の場面の具体例として，たとえば日本国憲法前文と平和主義が

考えられる。第一の場面の例として，憲法前文における平和主義を指針とする平和

主義的な条文解釈が，第二の例として，日本国憲法９条と結合した憲法前文の歴史

学的解釈（たとえば前文における平和的生存権を論じる際に，その思想的淵源とし

て不戦条約・大西洋憲章の歴史学的理解へ立ち戻る作業など）が挙げられる。

８０ Founding constitution , p.61―63. 実質約２頁ほどしかなく，連邦一般の国家と区別

される特徴として，しかも始原的に連邦契約に盛り込まれる条項２つ（連邦の一般

理論のきわめて重要な要素と位置づけられるはずのもの）を記述するには，あまり

にも簡素である。
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tution でのこのような記述方法にも関わらず，ボーは２００７年の Théorie de

la Fédération の時点で，連邦目的（telos）について，かなりの紙幅を割

いて記述している。したがって，連邦目的に関して，ボーにおいてどの程

度のことまでが既述の範囲で，どこからが今後の課題となるのか，確認し

ておく必要がある。Théorie de la Fédération において連邦目的（telos）が

登場してくるのは同書第４部「政治制度としての連邦（La Fédération

comme institution politique）」８２である。同表題を見る限り主題となってい

るのは「政治制度」であるようにみえるが，実質的な鍵概念は連邦の「目

的（telos，fin，but）」であり，第４部を構成する８章，９章，１０章のい

ずれの表題にも，telosまたは fin（目的）が登場する８３こともそれを裏付

けている。

それでは，政治制度と連邦目的は，Théorie de la Fédération においてい

かに結節されているのか。まずボーにおける「政治制度」の概念の役割は，

連邦（Fédération）と他の国際機構（organisation internationale）を区別

する基準である。すなわち，連邦のみが他の国際機構と違って政治制度と

して成立している８４のだが，両者の究極的な差異は，連邦として統合する

目的に集約されるという８５。結局のところ，政治制度の概念は同書第４部

８１ Founding constitution , p.62.

８２ Théorie de la Fédération , pp.258―341.

８３ ８章の表題は「連邦の究極目的（telos）の相反する性質」，９章の表題は「連邦

内における構成国の伸長を正当化する共通目的（fin）あるいは諸目標（buts）」，１０

章の表題は「連邦の自治主義目的（fin）：構成国によるその政治的存在の保持」で

ある。

８４ Théorie de la Fédération , p.262. なお，Théorie de la Fédération , pp.269―270では，

連邦の創設契約の時点で古典的国際関係の内部化が生じるため，連邦と国際機関の

差異は創設契約の時点で決定的に現れるものとしている。この記述は，次項にて述

べる連邦創設への問題意識の収束傾向を示すとともに，国家や国際機関の基本法に

は含まれない，連邦創設契約に固有の性質を明らかにするべきとの問題意識へとつ

ながっていく。

８５ Théorie de la Fédération , pp.271―272.
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のイントロダクション８６（約１０頁）でその役目を終えてしまい，連邦契約

に含まれる連邦目的の解釈の必要性が提示され８７，連邦契約と連邦目的が

必須化する文脈が設定される。結果，残る７０頁程が連邦目的の検討に費や

されることになるのである８８。

そして，Théorie de la Fédération における連邦目的は，Founding constitu-

tion におけるそれよりもむしろ限定され，連邦の固有性を色濃く提示する

ものとして提示されている。従来の議論において，連邦固有の性質は構成

国の自律性であるとされることが多いが，ボーによればこれだけでは連邦

目的の核心を汲み尽くしたことにならないという。連邦には構成国のアイ

デンティティの保持をめざす「自治主義目的（fin particulariste）」と，制

度としての連邦の統合の基礎の保持をめざす「共同目的（fin com-

mune）」の２つの目的が存在するが８９，連邦の究極目的とは，相反する性

質をもつこの２つの目的の緊張関係の中で均衡がはかられることであると

いう９０。２つの目的が均衡状態にあることで，連邦は解消せず存在しつづ

ける。すなわち，自治主義目的が完全に達成され共同目的が放棄された場

８６ Théorie de la Fédération , pp.261―272.

８７ Théorie de la Fédération , p.274.

８８ なお，筆者の前稿においては，連邦目的論を展開する第４部は取り扱わなかった。

その理由として，同部における「政治制度」という概念の扱いの軽さや，ライトモ

チーフ�「国家と連邦の再差異化」およびライトモチーフ�「連邦契約としての連
邦憲法」との関連など，ボー連邦論の全体との関連で浮いており，この部分をいか

に位置づけるのか捉え難かったことが大きい。しかし，Founding constitution が連

邦目的を主題化したことによって，さかのぼって Théorie de la Fédération 第４部も

連邦契約・連邦目的の解釈図式の構築の中に位置づけることが適切であると判断す

ることが可能となったため，本稿にて扱うこととした。

８９ Théorie de la Fédération , p.279.

９０ Théorie de la Fédération , p.280. なお，この部分でボーはMartin Diamondの議論

を参照し，その重要性を自治主義目的・共同目的の間の相補性を強調する点である

としている。すなわち，この２つの目的が緊張関係にあるがゆえに，どちらかが完

全に達成されることはありえず，いずれも常に未完である。したがって，連邦が存

在することは，言い換えれば，この未完性の表現である。
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合，もはや統合の基礎が存在せず，連邦構成国はそれぞれが国家として独

立することになり（連邦分裂），逆に共同目的が完全に達成されるなら，

連邦構成国は消滅して連邦全体が一つの国家として成立する（連邦融合）。

分裂と融合，いずれの事態も，連邦が消滅して国家が立ち現れるという点

では同じである。よって，二重の目的を連邦契約に取り込み緊張関係・均

衡を維持することが連邦の必要条件となり９１，連邦契約における制度のデ

ザインに反映される。

そして，ライトモチーフ�「国家と連邦の再差異化」は，この連邦目的

の議論にも結び付く。まず，連邦は不可避的に目的の二重性を備えている

点で，他の国家機関とも国家とも区別される９２。また，伝統理論において

主権や国家性により区別されていた国家連合と連邦国家の差異も再構成さ

れる。すなわち，国家連合も連邦国家も連邦の一種であり二重の目的を連

邦契約に取り込んでいる点では共通し，両者の差異は，二つの目的のいず

れが優位するか，両目的の均衡がいかにはかられているかの差異として解

９１ Théorie de la Fédération , p.281.

９２ 関連して，ボーは国家についての法的な思考法を明らかにすることを通じて，連

邦の思考法がそれとは異なる形に行き着くことを逆説的に示している。まずボーは，

法学者の国家の定義が，政治体の目的の概念とは独立していることを指摘する。国

家目的によって国家を定義する議論の型は必ずしも法律学の共通認識とはいえず，

むしろ，ウェーバーの国家定義に代表されるような，国家権力の正当性（légi-

timité）の観点から国家を定義するアプローチのほうが一般的である。しかし，正

当性をもって定義する方法は，連邦には適用できない。なぜなら，連邦の公権力は

不可避的に複数であり，その正当性も複数的・複合的である。とりわけ，ボーのい

う連邦が連邦国家に限定されず，一元的な国家性をもたない政治体結合をも連邦概

念の射程に含めていることからすれば，このことは明白である（EUの公権力の複

数性，多元的な正当性の存在はもはや周知の事実であることを想起すればよい）。

また，正当性が一元的でないということは，国家における国民主権とは異なり，連

邦においては連邦市民・諸個人という概念に正当性を還元しつくすことも不可能で

ある（Théorie de la Fédération , pp.273―274.）。したがって，連邦の定義は連邦契約

・連邦目的の解釈から導き出すほかなく，正当性と目的の位置づけという点でも，

ライトモチーフ�「国家と連邦の再差異化」が現れることとなる。
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釈することが可能となる９３。

さらに前述の Founding constitution の議論も重ね合わせれば，連邦目的

の二重性と均衡は，連邦の究極目的の中でも必須の実体的価値をもち，国

家における立憲主義や人権保障に相当するものとして，連邦憲法の解釈図

式において重要な位置づけを与えられることになろう。連邦契約に内在す

る二重目的の均衡の解釈から，国家・連邦・その他の国家機関の区別，国

家連合・連邦国家の区別を，より適切にとらえ直すことが可能となる。

以上の通り，Théorie de la Fédération の時点で，ボーは連邦目的の実質

的側面にそれなりに踏み込んでいたといえる。Founding constitution にお

いては，この目的の二重性の問題が表立って扱われていない。両者の議論

を併読することで，連邦契約の解釈図式に関する理解を深めることができ

るが，一方で，Founding constitution の踏み込み不足が感じられるのも事

実である。

（続）

９３ Théorie de la Fédération , pp.282―283. この部分では「連邦の究極目的は二重の目

的を持つ。（Le telos fédératif a une double fin .）」が斜字体で強調され，キー・セン

テンスとなっていることにも付言しておく。なお，ライトモチーフ�「国家と連邦
の再差異化」を要説した項において，国家・連邦の二直線構造の中では，連邦国家

と国家連合の区別はいったん傍系に置かれたことを述べたが，その新たな区別の手

がかりがここで示されたことになる。
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